2016年11月2日～4日
改憲、南スーダン、駆けつけ警護などの任務付与、ＴＰＰ、国会、小池会見、小沢・野田会談、小泉講演、高江
改憲項目、環境権など候補…自民・中谷氏ら認識

読売新聞2016年11月04日 09時03分

　日本国憲法が公布７０年を迎えるのを機に、衆院憲法審査会の幹事などを務める自民党の中谷元、民進党の武正公一、公明党の北側一雄、日本維新の会の小沢鋭仁の各氏が読売新聞社のインタビューに応じた。

　中谷氏は改憲項目について、良好な環境を保障する「環境権」や大規模災害時などに首相の権限を強化する「緊急事態条項」が候補になるとの認識を示した。

　衆院憲法審査会は、１０日に１年５か月ぶりとなる実質的な議論を行う予定だ。

　中谷氏は各党に平等な発言時間が確保されてきた審査会の運営について「良い伝統は変えてはならない」と述べ、少数政党の意見を尊重する考えを強調。改憲項目に関しては「全く白紙」と前置きした上で、環境権や緊急事態条項について、「これまでの審査会でも多くの政党から議論の必要性が述べられてきた」と指摘した。

　一方、武正氏は憲法改正を巡る党の意見集約に意欲を示した。改憲項目については「政府の情報開示を含む国民の知る権利や環境権、道州制を含めた地方のあるべき姿の議論があり得る」と語った。

　北側氏は「大災害時にも国会議員の任期を延長できない問題を議論すべきだ」と指摘。小沢氏は教育無償化を挙げ、「我々は暮らしに直結する憲法改正を訴えている」と話した。

憲法審査会、少数会派含め共通の提案を…中谷氏

読売新聞2016年11月03日 23時19分

　自民党の中谷元、民進党の山尾志桜里、日本維新の会の丸山穂高の各衆院議員と、憲法学者の木村草太氏が３日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、公布から７０年を迎えた日本国憲法をテーマに議論した。

　中谷氏は１０日に再開される衆院憲法審査会について、「（改憲項目を）多数派が決めると、合意がとれない。少数会派を含めて共通の提案ができるよう、熟議したい」と述べた。

　一方、山尾氏は安全保障関連法を巡って「内閣法制局が積み上げてきた解釈を大きく転換させ、国民が不安に思っている」として、「憲法裁判所」の設置を議論すべきだと訴えた。

日本会議 　「理想はサザエさん一家」啓発　２４条改正巡り
毎日新聞2016年11月3日 02時30分(最終更新 11月3日 12時49分)
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憲法改正を訴える日本会議や関連団体の頒布物＝東京都千代田区で２０１６年１１月２日撮影
　改憲運動を展開している保守団体「日本会議」（田久保忠衛会長）は、憲法２４条を改正すべきだとの主張を強めている。背景には伝統的な家族を理想とする心情がにじむ。家族のあり方は憲法で定めるべきか－－。 
　「サザエさんが今も高い国民的人気を誇るのはなぜでしょう」。日本会議の関連団体が制作した啓発ＤＶＤの一場面。ナレーターは２４条により家族の解体が進んだ結果、さまざまな社会問題が起きているとして、３世代同居のサザエさん一家を理想と持ち上げた。 
　「個人の尊重や男女の平等だけでは祖先からの命のリレーは途切れ、日本民族は絶滅していく」。日本会議の政策委員を務める伊藤哲夫氏は９月、埼玉県内の講演で、改憲テーマの一つとして２４条を取り上げた。安倍晋三首相のブレーンも務める伊藤氏は「家族の関係を憲法にうたうべきだ」と力説した。 
　こうした家族観は自民党改憲草案や安倍政権と通底する。首相は先月５日、国会で「家族は社会の基礎を成す基盤。憲法にどう位置づけるかは議論されるべきだ」と答弁した。 
　改憲に意欲を燃やす首相と、それを支える日本会議。両者が２４条に言及したことで、９月に発足した市民運動「２４条変えさせないキャンペーン」は警戒感を強めている。呼びかけ人の一人、山口智美・米モンタナ州立大准教授（文化人類学）は「憲法で家族を定義し、法律があるべき家族像を示すことは、単身者や子供のない人、性的少数者など多様であるべき生き方を否定し、人権を侵害することにつながりかねない」と指摘している。【川崎桂吾】
憲法公布７０年 　「２４条改正への布石ではないか」批判も
毎日新聞2016年11月2日 22時14分(最終更新 11月3日 01時45分)
「家庭教育支援法案」自民検討、「家族の役割固定化」批判も 
　家庭での教育について国や自治体が支援の責任を負うとする「家庭教育支援法案」を、自民党が来年の通常国会に提出しようとしている。家庭教育を公的に助ける内容だが、公権力が家庭に介入していくとも受け取れる。「家族は互いに助け合わなければならない」とうたう同党の改憲草案と合わせて、「家族生活での個の尊厳をうたう憲法２４条の改正への布石ではないか」との批判も出ている。【中川聡子、遠藤拓】 
　法案の素案は、目的について、核家族化の進行や家庭と地域社会の関係希薄化で家庭教育の支援が緊急に必要だと説明。家庭教育を「国家と社会の形成者として必要な資質を備えさせる」などと規定する。その上で、まず文部科学相が「家庭教育支援基本方針」を定める。これに沿って自治体も基本方針を定め、地域住民も国と自治体に協力するよう努める、とうたう。 
　法案の前提には、家庭教育を保護者の一義的責任と明記した第１次安倍政権時代の改正教育基本法がある。 
　法案の検討は２０１４年秋、自民党青少年健全育成推進調査会（会長・中曽根弘文元外相）に設置されたプロジェクトチーム（ＰＴ）で始まった。調査会とＰＴの事務局長を務める上野通子参院議員（元文科政務官）は「地域で困難を抱えた家庭が目に余る。子の命に関わることで、国も自治体も見て見ぬふりはできない」と説明。「家庭教育ができていない親は責任を負っておらず、明らかに法律（教育基本法）違反。支援法で改めて正す必要がある」と語った。 
　改憲への布石と見るのは、２４条に基づく選択的夫婦別姓訴訟で原告弁護団事務局長を務めた打越さく良（ら）弁護士だ。「戦前は家長が家族を支配し、妻には何の法的権利もないという家制度があった。戦後の２４条は家制度を否定し、個人を基礎とした」と指摘。法案について「国に役立つ人材を育てよ、と保護者に命じる内容。家族が基礎的集団で国家を支えるという発想が改憲草案に通じる」と批判した。 
　立命館大の二宮周平教授（家族法）も２４条を念頭に「法案は男女や親子の役割を固定化しかねない」と批判。「人々は家族生活を営む上で保育所や高齢者施設の整備、労働環境改善など多様な生き方や家族関係を支える社会保障政策を国に求めている。法で家族のあり方を定めれば、育児や介護に縛られてきた女性の社会進出や社会保障の充実を阻害しかねない」と語った。 
　国会では１２年４月、安倍晋三氏を会長とする超党派の「親学推進議員連盟」が発足し、今回の家庭教育支援法案と同趣旨の立法も模索された。「親学」は伝統的な子育てを重んじる内容で高橋史朗・明星大教授（教育学）が提唱したが、伝統的な子育てが発達障害を予防するなどの主張が強い批判を浴びた。 
　上野氏らによると親学議連での立法の動きは自民が政権に復帰した１２年末以降うやむやになったという。今回の法案について、高橋氏は取材に「自分とは無関係だ」と話した。 
家庭教育支援法案の骨子 
・保護者が子に社会との関わりを自覚させ、人格形成の基礎を培い、国家と社会の形成者として必要な資質を備えさせる環境を整備する 
・保護者が子育ての意義を理解し、喜びを実感できるようにする 
・国と自治体、学校、地域住民などの連携の下、社会全体で取り組む 
・文部科学相は家庭教育支援基本方針を定める。自治体は実情に応じて基本的な方針を定めるよう努める 
・国と自治体は、家庭教育に関する保護者への学習機会の提供や相談体制の整備に努める 
しんぶん赤旗2016年11月4日(金)

アベ政治終わらせたい　憲法公布７０年の日に　国会正門前
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（写真）国会に向かって「アベ政治を許さない」のポスターを掲げる人たち＝３日、国会正門前


　「アベ政治を許さない」ポスターを一斉に掲げる行動が３日、各地で取り組まれ、国会正門前には約１００人が集まりました。日本国憲法公布７０年を迎え、参加者は「憲法を変えさせない」と決意を新たにしました。

　埼玉県所沢市の女性（６５）は「日本国憲法は、人類が到達した英知の結晶。ここで変えられてたまるか」と意気込みます。国連で核兵器禁止条約の交渉を始める決議に日本が反対したことに触れ「この国は何なんだろうか。恥ずかしい。早くアベ政治を終わらせたい」。

　京都市から駆け付けた男性（６８）は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案をめぐる山本有二農水相の相次ぐ暴言に関し「大臣としてレベルが低いし資質がない。任命した安倍首相も辞めさせたい」と語りました。

　ポスターを掲げる行動を呼びかけている、作家の澤地久枝さんのほか、渡辺一枝さん、落合恵子さんが参加しました。

しんぶん赤旗2016年11月3日(木)

南スーダンＰＫＯから自衛隊撤退を　地元青森から政府に要請
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（写真）南スーダンＰＫＯからの自衛隊撤退を防衛省に要請する、青森県内の民主団体の代表ら（左から、北田、高橋衆院議員、吉俣の各氏）＝２日、国会内


　青森市にある陸上自衛隊第９師団第５普通科連隊が南スーダンに派遣されようとしている問題で、青森県の平和委員会、民主医療機関連合会、新日本婦人の会県本部など８団体は２日、南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に派遣する自衛隊に「駆け付け警護」などの新任務を付与せず、南スーダンＰＫＯから撤退するよう、安倍晋三首相、稲田朋美防衛相あてに要請しました。

　この日、県内外から寄せられた６５７９人分の署名を携えて日本共産党の吉俣洋・東青地区委員長、新婦人青森支部の北田文子支部長が上京。防衛省の担当者に要請書を手渡しました。

　南スーダンでは自衛隊派遣の条件である「ＰＫＯ５原則」が守られているとはいえず、「部隊の撤収を決断すべきであり、新任務の付与など論外」と指摘。「『息子が入隊するとき、国を守り、災害のとき国民を守るのだと誇らしく送り出した。しかし、今は不安で夜も眠れない』という自衛官の母親の声を聞いてほしい」（北田氏）、「私には中学生と高校生の子どもがいます。同級生の父親が戦死することになりかねません」（吉俣氏）と訴えました。

　要請には日本共産党の高橋千鶴子衆院議員が同席しました。

　吉俣、北田の両氏は、地元選出の国会議員にも要請しました。

駆け付け警護、しっかり検討＝南スーダンＰＫＯ－安倍首相
　安倍晋三首相は４日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する自衛隊の次期派遣部隊に「駆け付け警護」の任務を付与する判断に関し、「しっかり検討していく」と述べた。首相官邸で、現地視察の結果を報告した柴山昌彦首相補佐官に語った。
　政府は任務付与を今月中旬に閣議決定する方向で調整している。柴山氏は自衛隊が活動する首都ジュバの情勢について、記者団に「市内は落ち着いた状況だ。治安を脅かす動きは全く見て取れなかった」と説明した。（時事通信2016/11/04-13:12）
南スーダンＰＫＯ、ケニア撤退「直ちに影響ない」　菅氏
朝日新聞デジタル2016年11月4日13時07分
　菅義偉官房長官は４日午前の記者会見で、ケニア政府が南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）に取り組む国連南スーダン派遣団から部隊を撤収させる考えを表明したことについて、「ケニア軍が展開する地域は（南スーダンＰＫＯで）自衛隊が展開する地域と異なり、直ちに影響が出ると思っていない」と述べた。
　南スーダンＰＫＯで、自衛隊は首都ジュバ周辺で活動。日本政府は今月２０日から次期派遣部隊を順次出発させる。派遣部隊には、安全保障関連法に基づく新任務「駆けつけ警護」などを付与する方針だ。
　安倍晋三首相は４日午前、南スーダンＰＫＯを視察し２日に帰国した柴山昌彦首相補佐官と面会した。柴山氏は「ジュバ市内の治安、市民生活は普段と変わらない様子が見て取れた」と報告。首相は「視察の成果をしっかり検討したい」などと述べたという。
産経新聞2016.11.4 18:33更新 
【南スーダンＰＫＯ】菅義偉官房長官「ただちに影響出るとは思っていない」　新任務付与　ケニア軍撤退で

記者会見する菅官房長官＝４日午前、首相官邸 
　菅義偉官房長官は４日の記者会見で、ケニア政府が南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）から軍部隊を撤退させると表明したことをめぐり、陸上自衛隊への「駆け付け警護」など新任務付与の判断について「ケニア軍の展開地域は自衛隊とは異なる。ただちに影響が出るとは思っていない」との認識を示した。
　菅氏は「ケニア政府が実際に撤収を開始したとの情報に接していない。ケニア政府、南スーダン政府の動向や国連の対応を注視したい」とも述べた。ケニア政府は、ＰＫＯの南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）のケニア出身軍司令官が更迭されたことに反発し、軍部隊の撤退を表明している。
　安倍晋三首相は４日、南スーダンを視察してきた柴山昌彦首相補佐官から報告を受けた。新任務付与については１５日にも閣議決定する方向で、柴山氏の報告を踏まえて最終判断する。
南スーダンＰＫＯ 「自衛隊にケニア撤収の影響ない」
ＮＨＫ11月4日 12時57分
菅官房長官は４日午前の記者会見で、南スーダンでの国連のＰＫＯ＝平和維持活動でケニアが自国の部隊を引き上げると表明したことに関連し、自衛隊の部隊に付与する方向で検討している「駆け付け警護」の判断などには直ちに影響はないという考えを示しました。
この中で菅官房長官は、南スーダンでの国連のＰＫＯで大きな役割を果たしてきたケニアが自国の部隊を引き上げると表明したことついて、「現時点で実際に撤収を開始したという情報には接していない。政府としては、ケニア政府や南スーダン政府の動向、それに国連側の対応を注視していきたい」と述べました。
そのうえで菅官房長官は、記者団が「自衛隊への『駆けつけ警護』などの任務の付与の判断に影響を及ぼす可能性はあるか」と質問したのに対し、「ケニア軍が主として展開している地域は自衛隊が展開する地域とは異なっていて、直ちに影響が出るとは思っていない」と述べました。
南スーダン視察 　首都は銃声聞こえず　柴山補佐官報告
毎日新聞2016年11月4日 21時48分(最終更新 11月4日 21時48分)
　陸上自衛隊部隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している南スーダンを訪問した柴山昌彦首相補佐官（国家安全保障担当）は４日、首相官邸で安倍晋三首相に視察結果を報告した。柴山氏は会談後、記者団に「首都ジュバ市内では銃声なども聞こえず、治安を脅かす動きはまったく見て取れなかった」と語った。柴山氏によると、報告を受けた首相は「しっかりと視察の成果を検討したい」と語ったという。 
　政府は南スーダンに派遣する陸自部隊に「駆け付け警護」の新任務を付与する方針で、近く正式決定する。 
　柴山氏は１０月３１日から１１月１日（現地時間）に南スーダンを訪問。自衛隊の活動を視察したほか、キール大統領と会談し、同国の平和と安定に貢献していく趣旨の安倍首相の親書を渡した。【松井豊】 
首相 補佐官の南スーダン視察成果踏まえ新任務判断
ＮＨＫ11月4日 14時11分
安倍総理大臣は、自衛隊が国連のＰＫＯ＝平和維持活動に当たっている南スーダンを視察した柴山総理大臣補佐官と面会し、視察で得られた現地の治安情勢などを踏まえ、「駆け付け警護」などの新たな任務の付与を判断する考えを示しました。
安全保障政策を担当する柴山総理大臣補佐官は、先月３０日から今月２日までの日程で、自衛隊が国連のＰＫＯ＝平和維持活動に当たっている南スーダンを訪れ、首都ジュバにある自衛隊の宿営地や市街地を視察しました。
柴山補佐官は視察の報告を行うため、４日、総理大臣官邸で安倍総理大臣と面会し、南スーダンの治安情勢について、地域によっては楽観できない状況ではあるものの、ジュバ市内は比較的落ち着いている様子だったなどと報告しました。
これに対し、安倍総理大臣は「視察の成果を受けて、しっかりと検討したい」と述べ、今回の視察で得られた現地の治安情勢などを踏まえ、駆け付け警護などの新たな任務の付与を判断する考えを示しました。
面会のあと、柴山補佐官は記者団に対し、「ジュバ市内では女性や子どもたちが普通に生活しており、銃声もせず、落ち着いた状況ではないか。予断は許さないが、ジュバ市内では治安を脅かすような事態は全くなかった」と述べました。
南スーダン「国連部隊と政府軍、一時交戦」情報相が認識
朝日新聞デジタル　ジュバ＝渡辺丘2016年11月4日03時02分

南スーダンのジュバで１０月４日、パトロールする国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）のエチオピアの部隊＝ＡＦＰ時事


　南スーダンのマイケル・マクエイ・ルエス情報相は２日、首都ジュバで朝日新聞の取材に応じ、７月に起きた政府軍と反政府勢力との大規模戦闘の際に、政府軍と国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の平和維持活動（ＰＫＯ）部隊との間でも一時、交戦があったとの認識を示した。
　７月にジュバで起きた政府軍と反政府勢力による戦闘では、国内避難民が暮らすＵＮＭＩＳＳの関連施設も襲われ、避難民を含む少なくとも７３人が犠牲になり、中国のＰＫＯ隊員２人も死亡。ルエス氏は一連の戦闘の中で「国連宿営地の門の近くで（政府軍の）装甲車両２両が国連部隊に破壊され、政府軍は国連部隊に応戦した」と述べた。
　ルエス氏の認識が事実であれば、大規模な戦闘で混乱状態に陥った際には、本来はＰＫＯ部隊と協力すべき政府軍との戦闘など、想定していない戦闘に巻き込まれる現実を示している。
　一方、ＵＮＭＩＳＳは３日、「７月の危機の間、攻撃的ではなく、防衛的な態勢をとった。規則に従い、軍人や施設、装備にいかなる攻撃的な措置もとっていない」とコメントした。
　国連安全保障理事会は８月、不…【続きあり】
駆けつけ警護付与、１５日閣議決定へ　南スーダンＰＫＯ
朝日新聞デジタル2016年11月3日03時01分
　政府は、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）の派遣部隊に安全保障関連法に基づく新任務「駆けつけ警護」などを付与する方針を固めた。今月１５日に閣議決定する考えを、複数の与党幹部に伝えた。昨年９月の同法成立後、海外での自衛隊任務が拡大する初めてのケースとなる。
　駆けつけ警護は、離れた場所で武装勢力などに襲われた国連やＮＧＯの要員らを、武器を持って助けに行く任務。政府は、今月２０日から現地に出発する次期派遣部隊の陸上自衛隊第９師団（青森市）を中心とした部隊に付与できるか検討してきた。
　南スーダンＰＫＯ派遣部隊への新任務付与をめぐっては、国会審議で野党が「自衛隊員のリスクが高まる」などと批判。今年７月に首都ジュバで大規模戦闘が起きるなどしており、自衛隊を派遣するための「ＰＫＯ参加５原則」が崩れているなどの指摘も出ている。
　付与の判断にあたっては、現地…【続きあり】
南スーダンＰＫＯ、駆けつけ警護の新任務付与へ

読売新聞2016年11月04日 07時52分

　政府は３日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している陸上自衛隊部隊に、安全保障関連法で可能となった「駆けつけ警護」の新任務を付与することを１５日に閣議決定する方針を固めた。

　２０日から派遣する陸自第９師団（青森市）を中心とした第１１次隊が緊急の要請があれば新任務にあたる。

　駆けつけ警護は、国連職員や民間活動団体（ＮＧＯ）のスタッフらが武装集団などに襲われた際に、自衛隊が武器を持って救援にあたる任務。南スーダンＰＫＯの実施計画に新任務を追加する。安保関連法で同じく可能になった「宿営地の共同防護」は、実施計画には加えないが、稲田防衛相の指示によって任務を可能とする。

　陸自部隊は９月から新任務の訓練にあたっている。

国連ＰＫＯ責任者「ケニア軍撤収極めて残念」
ＮＨＫ11月4日 8時45分
国連のＰＫＯ＝平和維持活動の責任者は、南スーダンのＰＫＯ部隊で大きな役割を果たしてきた隣国ケニアが自国の部隊を引き揚げると表明したことについて、「非常に残念だ」としたうえで、ＰＫＯの増強自体は計画どおり進めていく考えを示しました。
南スーダンをめぐっては、ことし７月に首都ジュバで、避難民を保護する施設や国連の施設が政府軍などから襲撃されて市民を含む多数の死者が出た際、ＰＫＯ部隊の対応に問題があったとして、国連がケニア人の司令官を解任しましたが、ケニア政府がこれに強く反発し、ケニア軍の部隊およそ１０００人を引き揚げると発表しました。
これについて、３日記者会見した国連のラズースＰＫＯ局長は「ケニア軍はＰＫＯに多大な貢献をしてきただけに極めて残念だが、ケニア軍が撤収した場合の影響を検討している」と述べました。
そして、「現地には今も２０万人の避難民がいて多くは国連の保護に頼っている。一刻も早く対策を進めたい」として、ＰＫＯ部隊の増強自体は計画どおり進めていく考えを示しました。
日本の陸上自衛隊も参加する南スーダンのＰＫＯ部隊をめぐり、国連の安全保障理事会はことし８月、周辺国から４０００人規模を派遣する決議を採択していて、国連は部隊の増強とともに、緊急事態を想定した訓練やパトロールの強化などを進めていく方針です。
南スーダンＰＫＯ、ケニア「撤退」　国連司令官更迭受け
朝日新聞デジタル　アジョントク〈南スーダン北部〉＝三浦英之、ニューヨーク＝金成隆一2016年11月3日19時27分
　ケニア政府は２日、南スーダンで平和維持活動（ＰＫＯ）に取り組む国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）から、自国の部隊を撤収させる考えを表明した。国連が、７月に首都ジュバで戦闘が起きた際のＵＮＭＩＳＳの対応を問題視し、ケニア出身の軍司令官が更迭されることに反発した。
　地元報道などによると、ケニア政府は声明で、同司令官の更迭について「南スーダンにおける我々の重要性や役割を無視するものだ」と批判。「南スーダンに配置されているケニア部隊を即座に撤収し、（国連が追加派遣を決めている）『地域防護部隊』への貢献もしない」としている。
　ジュバでは７月に政府軍と反政府勢力による大規模な戦闘が起き、国内避難民が暮らすＵＮＭＩＳＳの関連施設も襲われ、２０人以上の避難民を含む少なくとも７３人が死亡。国連は今月１日、ＵＮＭＩＳＳが対処に「失敗」したとする報告書を発表していた。
　国連関係者は「ケニアが離脱す…【続きあり】
南スーダン　ケニアがＰＫＯ撤退…司令官更迭を受け
毎日新聞社 2016年11月3日 22時58分 (2016年11月4日 01時15分 更新) 


更迭された国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊のオンディエキ司令官（手前右）＝南スーダンのジュバで２０１６年９月２日、ＡＰ
　【ヨハネスブルク小泉大士】南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）軍司令官が国連に更迭されたことを受け、司令官の出身国ケニアの外務省は２日、南スーダンに派遣しているケニア軍部隊を「ただちに撤退させる」と発表した。南スーダンの和平協議からも手を引くと主張しており、周辺国などが模索してきた事態打開の動きにも影響を及ぼす可能性がある。
　ケニア外務省は声明で「我々が果たしてきた役割と責任を完全に無視した」と述べ、国連が事前の協議なしに更迭を決めたことを批判した。ケニアは隣国として南スーダンに多大な影響力を持ち、昨年８月に大統領派と反政府派が結んだ和平協定を仲介してきたが、今後は両派の交渉などに関与しないとしている。
　ケニア国防省などによると、同国は兵士や警察官ら約１２００人を派遣。ＰＫＯ部隊全体の約１割を占め、散発的に激しい戦闘が起きている北西部で国連施設の警備を担当している。
　メンツをつぶされたケニアは、南スーダンの治安回復のために国連安保理決議で増派が決まった４０００人規模の「地域防護部隊」への参加も中止すると表明。国連が要請した後任の司令官の推薦も拒否した。
　国連は１日、ジュバで大規模な戦闘が発生した際、ＰＫＯ部隊が市民保護に失敗したのは指揮命令系統に問題があったとする報告書を公表。潘基文（バン・キムン）事務総長は、現場の司令官解任という異例の決定に踏み切った。
ケニアが南スーダン撤退　ＰＫＯ軍司令官更迭に反発

東京新聞2016年11月4日 朝刊

 　【ナイロビ＝共同】南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）軍司令官の更迭について、この司令官の出身国ケニアの外務省は二日「われわれが果たしてきた役割が完全に無視された」と反発、南スーダンにいるケニア軍部隊を撤退させ、今後は和平協議に関与しないとの声明を発表した。

　ＰＫＯの南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）には日本の陸上自衛隊を含む約一万三千人の部隊が参加。うち約千人を派遣するケニアが撤退すれば活動に支障が出るのは避けられない。声明によると、ケニアは国連側から軍司令官の後任を推薦するよう求められたが断っており、人事を巡る混乱が陸自部隊に影響する可能性もありそうだ。

　声明は「ＵＮＭＩＳＳが構造的な機能不全に陥っているのは明らかだ」と指摘し、「そうした欠点に対処することなく、特定の一個人に責任を負わせた」とオンディエキ氏の更迭を批判した。国連の潘基文（バンキムン）事務総長は、市民保護などの対応で指導力を発揮できなかったとして、ＵＮＭＩＳＳのオンディエキ軍司令官の更迭を決めていた。ドゥジャリク事務総長報道官によると、オンディエキ氏は既に職務を離れた。

南スーダンＰＫＯ ケニアが司令官解任に反発し撤退へ
ＮＨＫ11月3日 16時40分
国連はことし７月、南スーダンの首都ジュバで戦闘が再燃した際に、現地に展開するＰＫＯ＝平和維持活動の部隊が市民を守ろうとしないなど対応に問題があったとしてケニア人の司令官の解任を決め、これに反発したケニア政府は、およそ１０００人のケニア軍の部隊を引き揚げると発表しました。
南スーダンの首都ジュバでは、ことし７月に政府軍と反政府勢力の戦闘が再燃し、避難民を保護する施設や国連の施設が襲撃されて市民を含む多数の死傷者がでました。
これを受けて、国連のパン・ギムン（潘基文）事務総長は、ＰＫＯ部隊の指揮命令系統が不適切だったことや市民を守ろうとしない対応が被害につながったと指摘し、現地の国連の部隊を指揮するケニア人の司令官を解任することを決めました。
これに対して、司令官の出身国のケニア政府は２日、声明を出し、「南スーダンのＰＫＯが構造的な機能不全に陥っているにもかかわらず、特定の一個人に責任を押しつけようとしている」などとして強く反発しました。そのうえで、およそ１０００人のケニア軍部隊を南スーダンから引き揚げ、今後は南スーダンの和平協議の仲介も行わないと表明しました。
南スーダンのＰＫＯには日本の陸上自衛隊の部隊を含むおよそ１万３０００人が参加していますが、南スーダンの平和維持や和平協議に深く関わってきた隣国ケニアが混乱する南スーダンから手を引く事態になれば、ＰＫＯの活動に影響を及ぼすおそれもあります。
南スーダン、ＰＫＯ対処「失敗」　市民ら犠牲　国連報告
朝日新聞デジタル　ニューヨーク＝金成隆一2016年11月2日10時35分
　南スーダンで７月に起きた戦闘で市民らが犠牲になった問題を調べていた国連は１日、現地に展開する国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊が攻撃への対処に「失敗」したとする報告書を発表した。指導力の欠如、準備不足、指揮命令の混乱などが原因としている。
　首都ジュバで７月に政府軍と反政府勢力の大規模な戦闘が発生。国内避難民が暮らす国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の関連施設も襲撃を受け、７月の３日間で保護施設にいた２０人以上の避難民を含め、少なくとも７３人が死亡した。
　国連の現地調査に基づく報告書は「派遣団幹部の指導力不足で、戦闘への無秩序で非効果的な対応となった」と指摘したうえで、交戦規定などを含めて部隊の態勢を見直すよう勧告。戦闘の予兆があったのに、十分な警戒態勢もとらなかったとも指摘している。
　政府軍兵士が滞在者らに残虐行為をした疑いが指摘されてきた「タレインホテル事件」についても、報告書は「派遣団が対応に失敗した」と指摘。報告書によると、施設に押し入った政府軍兵士が略奪などを始めた際、市民はＵＮＭＩＳＳに通報したが、現場が混乱に陥る中で複数の部隊が出動要請を拒絶。市民らが殺人や威嚇、性的暴力などの「甚大な人権侵害」にさらされることになったとしている。
　また、世界食糧計画（ＷＦＰ）も倉庫の保護をＵＮＭＩＳＳに求めたが、支援を得られず、２９００万ドル（３０億円）相当の食糧や備品などが３週間以上にわたって略奪されたという。
　国連の潘基文（パンギムン）事務総長は「報告書の指摘に深く動揺している」との談話を報道官を通じて発表。勧告内容を精査し、改善に努めると表明した。ＵＮＭＩＳＳのオンディエキ軍司令官（ケニア出身）が更迭される。
　南スーダンには、日本も陸上自衛隊員を施設部隊として派遣している。（ニューヨーク＝金成隆一）
しんぶん赤旗2016年11月3日(木)

国連調査報告　南スーダン「保護失敗」　国連施設１８２棟が被弾

　国連は１日、南スーダンの首都ジュバで今年７月、政府軍（ＳＰＬＡ）と反政府勢力による戦闘が発生し、多くの民間人や国連スタッフ、援助関係者が政府軍に襲撃された際、ＰＫＯ（国連平和維持活動）の国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）が「保護に失敗した」との調査報告書を公表しました。

　日本政府は同国に派遣される陸上自衛隊ＰＫＯ部隊に、国連関係者などを救出する「駆け付け警護」を付与する構えですが、きわめて困難な任務であることがあらためて浮き彫りになりました。

　７月８日から３日間続いた戦闘で、政府軍が国連のホテルを襲撃し、スタッフらが殺害、略奪、レイプの被害に遭いました。被害者はただちにＵＮＭＩＳＳに「駆け付け警護」を要請したものの、部隊は動きませんでした。

　これについて報告書は、襲撃者を「政府軍」だと断定し、レイプなどの被害があったことを認めました。その上で、ＵＮＭＩＳＳに「準備不足」「指揮系統の乱れ」があったと指摘。さらに、「リスク回避」や「内向きの姿勢」が見られ、地元住民や援助団体からの信頼を失ったと述べています。

　報告書は加えて、国連施設１８２棟が銃弾や迫撃砲、さらにロケット砲などで被弾し、国連施設の間近で攻撃ヘリや戦車が使われたと指摘しています。自衛隊の駐屯地近くでも激しい戦闘が発生し、最近まで宿営地外の活動を自粛していました。

南スーダン 　ＰＫＯ司令官を更迭　市民保護で指導力欠如
毎日新聞2016年11月2日 10時59分(最終更新 11月2日 13時05分)
　【ヨハネスブルク小泉大士】国連の潘基文（バン・キムン）事務総長の報道官は１日、南スーダンの首都ジュバで７月に発生した大規模な戦闘への対応で市民保護の任務を果たさなかったとの報告を受け、現地に展開する国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊のオンディエキ軍司令官を更迭すると明らかにした。 
　同日公表された調査報告書の要旨によると、国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の指導力の欠如が「混乱した効果のない対応につながった」と指摘。一部ＰＫＯ要員が持ち場を放棄したほか、同司令部から約１キロの宿泊施設で起きた襲撃の「救出要請にも応じなかった」と批判した。 
　この事件では政府軍兵士が宿泊施設に侵入し、約７０人の国連職員や援助関係者らが略奪や暴行、レイプなどの被害に遭い、現地人ジャーナリスト１人が殺害された。救援要請を受けたＰＫＯ司令部は繰り返し部隊の出動を求めたが、「各部隊は手いっぱいだとして要請を拒否した」という。 
　７月の３日間の戦闘では、政府軍とマシャール前第１副大統領派の双方が国連施設や隣接する避難民キャンプを無差別に銃砲撃。保護を求めていた避難民２０人を含む少なくとも市民ら７３人が死亡し、ＵＮＭＩＳＳの中国兵２人も死亡した。 
　報告書は、ＰＫＯ幹部の指揮命令系統の乱れや部隊のリスク回避の姿勢によって適切な対応を取ることができなかったとしている。 
　日本政府は、ＰＫＯに派遣される陸上自衛隊の部隊に「駆け付け警護」などの新任務付与を予定している。 
南スーダン 　陸自任務に影響の可能性　ＰＫＯ司令官更迭
毎日新聞2016年11月2日 19時06分(最終更新 11月2日 19時06分)
　【ヨハネスブルク小泉大士】国連の潘基文事務総長の報道官は１日、南スーダンの首都ジュバで７月に発生した大規模な戦闘への対応で市民保護の任務を果たさなかったとして、現地に展開する国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊のオンディエキ軍司令官を更迭すると明らかにした。日本政府はＰＫＯに派遣される陸上自衛隊の部隊に「駆け付け警護」などの新任務付与を予定しており、更迭が陸自の任務に影響を及ぼす可能性が出てきた。 
　調査報告書（要旨）によると、国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の指導力欠如が「効果のない混乱した対応につながった」と指摘。一部ＰＫＯ要員が持ち場を放棄したほか、司令部から約１キロと近い宿泊施設で起きた襲撃の「救出要請にも応じなかった」と批判した。 
　この事件では政府軍兵士が宿泊施設に侵入し、約７０人の国連職員や援助関係者らが略奪やレイプ被害などに遭い、１人が殺害された。救助要請を受けＰＫＯ司令部は繰り返し部隊の出動を求めたが、「各部隊は手いっぱいとして要請を拒否した」という。 
　７月の３日間の戦闘では、政府軍とマシャール前第１副大統領派の双方が国連施設などを無差別に襲撃。少なくとも市民ら７３人とＵＮＭＩＳＳの中国兵２人が死亡した。 
国連総長、南スーダンＰＫＯ軍司令官を更迭　戦闘で指導力不足

東京新聞2016年11月2日 夕刊

 　【ニューヨーク＝共同】国連の潘基文（バンキムン）事務総長は、南スーダンの首都ジュバで七月に発生した大規模戦闘を巡り、市民保護などの対応で指導力を発揮できなかったとして、現地に展開する国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊のオンディエキ軍司令官（ケニア）を更迭することを決めた。ドゥジャリク事務総長報道官が一日の定例会見で明らかにした。

　南スーダンで活動するＰＫＯの国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）には陸上自衛隊が参加している。

　自衛隊は「駆け付け警護」などの新任務付与に向けて最終調整に入っている。ＵＮＭＩＳＳでは市民保護任務の重要性が高まっており、人事の混乱が陸自の新任務にも影響を与える可能性がありそうだ。

　戦闘へのＵＮＭＩＳＳの対応を調べていた国連の独立調査機関は一日、潘氏に調査報告書を提出した。公開された報告書の要旨はＵＮＭＩＳＳの指導力欠如や準備不足に加え「危険を避けたがる態度」によって、戦闘に適切に対応できなかったと指摘。戦闘は市民らの犠牲をもたらし「和平合意の崩壊を招いた」とした。

　要旨によると、政府軍兵士がジュバのＵＮＭＩＳＳ司令部から約一キロにある宿泊施設を襲撃し市民を殺害、女性らを暴行するなどした際、ＵＮＭＩＳＳは救助要請を受けたのに部隊を派遣しなかった。

南スーダン 　紛争の構図複雑化…新たな武装勢力結成
毎日新聞2016年11月2日 00時07分(最終更新 11月2日 00時07分)
　【ヨハネスブルク小泉大士】治安の悪化が伝えられる南スーダンでは、マシャール前第１副大統領派以外にもさまざまな反政府勢力が入り乱れている状況だ。ここ数カ月、新たな武装勢力が結成され、正体不明の集団による襲撃事件も発生。紛争の構図が複雑化する一方で、民族間の緊張の高まりによる衝突拡大も懸念される。 
　「平和的な手段だけでなく武力闘争も通じて、正統性がない現政権を引きずり下ろす」 
　地元紙などによると、「南スーダン民主戦線」を名乗る反政府派が１０月３１日、新たにキール政権の打倒を宣言した。南部エクアトリア地方の住民らで結成。マシャール派をはじめとした他の武装勢力と共闘していくとする声明を出した。 
　「コブラ派」と呼ばれる武装勢力の元司令官も、配下の兵士らを引き連れて政府軍を離反した。内戦下で主要反政府勢力の一つだったコブラ派を率いたヤウヤウ氏は２０１４年に和平合意に署名。同氏は現在、キール政権の副国防相を務め、先月現地を視察した稲田朋美防衛相とも会談した。 
　だが、今回蜂起した元司令官は「一向に合意が履行されない」と決別を主張。政府軍に統合された元コブラ派戦闘員の給与がまともに支払われていないことにも不満をぶちまけており、６００％以上とされる超インフレで政府財政が破綻していることも、政権の求心力低下を招いているようだ。 
　１３年末からの内戦は、最大民族ディンカ人出身のキール大統領と、２番目のヌエル人出身のマシャール氏の石油などを巡る利権争いを発端に、民族抗争の様相を呈して拡大した。ただ、キール派、マシャール派の双方が末端まで兵士を統率できておらず、特に反政府派は「各地の武装集団の連合体的な側面が強い」（国連関係者）とされる。 
　７月に発生した首都ジュバでの大規模な市街戦以降、マシャール派部隊の撤退で首都は小康状態にあるが、地方での衝突は拡大。ジュバと隣国ウガンダを結ぶ幹線道路では襲撃事件が続き「正体不明の武装集団」（地元記者）の関与も指摘される。北部マラカル周辺でも先月中旬、戦闘で５６人が死亡するなど不安定な情勢が続く。 
　地元記者は、ディンカ人主体の政府軍兵士による略奪などに対し「約６０ある他民族の不満が広がっている」と指摘。先月上旬には武装集団の襲撃を受けたディンカ人の市民２１人が死亡する事件が発生している。 
産経新聞2016.10.25 20:39更新 
南スーダンの内戦、２００万人以上が家を追われる　背景にキール大統領とマシャール氏の権力闘争
　南スーダンは２０１１年７月にスーダンから分離独立した、アフリカで５４番目の国だ。１９５６年に英国とエジプトの共同統治から独立したスーダンでは、北部のアラブ系イスラム教徒が主導する政府が１９８３年、全土にシャリア（イスラム法）を導入したことに対し、キリスト教を信じる黒人が多数だった南部が反発。有力民族ディンカを中心とするスーダン人民解放軍（ＳＰＬＡ）と北部との間の内戦は２０年以上続き、約２００万人が犠牲となった。
　２００５年１月に双方が包括和平合意に署名して内戦は終結した。１１年１月に和平合意に基づく形で南部独立の是非を問う住民投票が行われ、９８％以上の賛成を得て独立に至った。
　ところが、キール大統領と、１３年に副大統領を解任されたマシャール氏との間で権力闘争が激化。内戦状態となり、油田がある北部を中心に衝突が続いてきた。２００万人以上が家を追われたとされる。
　南スーダンの安定・開発支援を目的とする国連平和維持活動（ＰＫＯ）には、日本は１２年１月からインフラ整備を任務とする陸上自衛隊施設部隊を派遣し、首都ジュバで活動。日本政府によれば「部隊の宿営地周辺の治安は保たれている」とされ、今月８日にジュバを視察した稲田朋美防衛相は「ジュバ市内は比較的落ち着いている」としている。今月中旬に北部で政府軍と反政府軍との戦闘があったが、ジュバからは約６００キロ離れていた。（住井亨介）
産経新聞2016.10.25 20:35更新 
南スーダン、雨期明けで戦闘激化の懸念　反政府派は抗戦呼び掛け

南スーダンの首都ジュバの難民キャンプに止まる国連の装甲車＝７月（ＡＰ） 
　【カイロ＝大内清】内戦状態が続く南スーダンで雨期の明ける今月以降、再び戦闘が激化するとの懸念が強まっている。反政府派トップのマシャール元第１副大統領は、キール大統領派に徹底抗戦する構えで、今後も流動的な情勢が続くのは間違いない。
　フランス公共ラジオによると、国連平和維持活動（ＰＫＯ）局のラドスース局長は今月中旬、安全保障理事会に、南スーダンへの武器禁輸を早期に実現させるべきだと訴えた。同国では５～１０月の雨期が終わると対立勢力間の戦闘が激しさを増すことが多いためだ。
　現地の報道によれば、北部マラカルなどでは今月、マシャール派による政府側への攻撃が相次ぎ、少なくとも６０人が死亡した。
　南スーダンは２０１１年に米欧の後押しでスーダンから独立したが、有力民族ディンカ人のキール大統領が１３年、対立するヌエルカ人のマシャール氏を副大統領職から解任し、内戦状態に突入した。
　今年４月には、周辺国の仲介などでマシャール氏を第１副大統領に復帰させた統一政府が発足したものの、７月に対立が再燃し、キール氏は首都ジュバを脱出したマシャール氏を再び解任。マシャール氏は現在、けがの治療のために南アフリカに滞在し、政府への抗戦を呼び掛けている。
　南スーダンは今年、干魃（かんばつ）などの影響で食糧不足も深刻化しており、年末にかけて戦闘がさらに激化すれば、人道危機がいっそう深まる恐れがある。
産経新聞2016.10.11 13:44更新 
「襲撃で市民２１人死亡」南スーダン政府関係者、反政府側は関与を否定
　ロイター通信によると、南スーダン政府関係者は１０日、首都ジュバにつながる幹線道路で、市民を乗せたトラック４台を反政府勢力が襲撃し、２１人が死亡、約２０人が負傷したと明らかにした。一方、反政府側の報道官は市民を標的にはしないと述べ、関与を否定した。
　現地の国連平和維持活動（ＰＫＯ）には陸上自衛隊が参加。襲撃事件はジュバと約１００キロ離れた町を結ぶ道路で発生し、正確な場所は不明だが、ジュバ市内にある陸自宿営地とは距離があるとみられる。
　稲田朋美防衛相が８日にジュバを訪問し「市内は落ち着いていると目で見ることができた」と語ったばかりだが、ジュバにつながる道路でも政府軍と反政府側の衝突が続いている実情が浮き彫りになった。菅義偉官房長官は１１日、報道に関し「現在、関係方面から情報収集中だ」と述べた。（共同）
しんぶん赤旗2016年11月4日(金)

オスプレイ飛行ルート「承知せず」　藤野氏質問主意書に　政府が答弁書　訓練事前通告も拒否

　政府は１日の閣議で、来年後半にも米空軍横田基地（東京都福生市など）に配備される特殊作戦機ＣＶ２２オスプレイの飛行ルートなどについて「承知していない」とし、訓練の事前通告も「義務付けない」との答弁書を決定しました。オスプレイが自由勝手に日本の空を飛びまわることを容認する主権放棄の重大な姿勢を示すものです。

　答弁書は、日本共産党の藤野保史衆院議員が１０月２１日に提出した質問主意書に対するもの。

　藤野氏は、米軍が昨年１０月に公表したＣＶ２２の横田配備に関する「環境レビュー」で訓練空域（エリアＨ）の一部に長野県内の市町村が含まれていることに関連して質問しました。これに対して答弁書は、飛行ルートについて「政府として承知していない」と述べました。

　さらに、野生動物などに与える影響について、すでに沖縄県に配備されている同型機のＭＶ２２オスプレイを挙げて、「飛行訓練に直接起因して環境に悪影響が生じているとの情報には接していない」と答弁。日米合同委員会の議題にすることも「考えていない」として、政府として具体的な措置をとらないとの姿勢を示しました。

　米ハワイ州では、オスプレイの訓練が野生生物に与える影響を認め、訓練計画を変更しています。

　一方、答弁書は飛行訓練について、米側に「事前に通告することを義務付けることは考えていない」として、事前通告を拒否しました。飛行高度についても､500フィート(約１５２メートル）以上で行うと米側から説明を受けているものの「これ以上の説明を受けていない｣として､「例外的に５００フィートを下回る高度で飛行せざるを得ない場合」にも言及しています。

　日米両政府は１７年後半に３機、２１年までに追加７機、合計１０機のＣＶ２２を横田に配備する計画です。

しんぶん赤旗2016年11月2日(水)

米軍横田基地所属機　首都圏に９訓練ルート　「気象支援」訓令で判明　騒音被害　増大
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（写真）横田基地のＣ１３０輸送機


　在日米軍横田基地（福生市など東京都多摩地域５市１町）の所属航空機が、首都圏周辺上空で９本の訓練飛行ルートを設定し、低空飛行や編隊飛行訓練を実施していることが、米軍の資料でわかりました。北関東上空を中心に首都圏では、横田基地所属の米空軍Ｃ１３０輸送機による低空・編隊飛行訓練が繰り返され、騒音被害や墜落の危険性の増大が問題になっています。

　訓練飛行ルートは、横田基地司令官（第３７４空輸航空団＝３７４ＡＷ司令官兼務）名で、今年８月１０日に出された「気象支援」についての訓令のなかに記載されていました。訓令には、Ｃ１３０輸送機１４機などが配備されている第３６空輸飛行隊の訓練空域の飛行ルートとして３枚の地図に合計９ルートが示されていました。

　飛行ルートは、東京、神奈川、埼玉、茨城、栃木、山梨、静岡、長野の８都県に及び、１３年４月に横田基地で開かれた空中衝突防止会議で明らかになったＣ１３０輸送機の低空飛行訓練空域の範囲とほぼ一致しています。

　上空に北関東方面の飛行ルートが集中する埼玉県日高市の平和委員会理事、小山忠雄さん（７９）は「真夜中に飛び、びっくりすることもあります。自衛隊観閲式（１０月２３日）や横田基地で米軍がパラシュート降下訓練（同２４～２７日）を行った１週間は、Ｃ１３０輸送機が好き勝手に飛び回り、本当に騒音がひどかった。横田基地周辺や入間基地（埼玉県）周辺も普天間基地（沖縄県）同様に人口密集地。米軍機の好き勝手な飛行は許せません」と話していました。
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しんぶん赤旗2016年11月3日(木)

石垣島への自衛隊配備止める　沖縄の野党国会議員が署名提出
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（写真）若宮健嗣防衛副大臣（左端）に署名を提出する「うりずんの会」所属の議員ら＝２日、防衛省


　沖縄県選出の野党国会議員で構成する「うりずんの会」と仲里利信衆院議員（沖縄４区選出）は２日、「石垣島への自衛隊配備を止める住民の会」が集めた１万５０人分の署名を防衛省で若宮健嗣防衛副大臣に提出しました。

　署名は、中国脅威論などを背景に沖縄や奄美などへの自衛隊増強の一環として進められている石垣島（沖縄県石垣市）への自衛隊配備に反対し、憲法９条を生かした外交で島の安全を守ることを要請したものです。

　「うりずんの会」会長の照屋寛徳衆院議員が署名の束を手渡しました。若宮氏は「みなさまの意向も踏まえて、一人ひとりに丁寧に説明して対応していく」と述べるにとどまりました。

　日本共産党からは赤嶺政賢衆院議員が出席しました。

政府・与党 　米軍と物品融通、改定案…今国会承認を断念
毎日新聞2016年11月4日 07時30分(最終更新 11月4日 07時30分)
　政府・与党は３日、自衛隊と米軍が物資や役務を融通し合う日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）を拡充する改定案の今国会での承認を断念する方針を固めた。複数の政府・与党関係者が明らかにした。環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）や、地球温暖化対策の新枠組み「パリ協定」に関する審議が立て込み、十分な審議時間を確保するめどが立たないと判断した。 
＜社説＞米軍への支援　リスクの見極め厳格に 
　政府は３月に施行された安全保障関連法に合わせ、日米ＡＣＳＡを改定し、日本に直接攻撃がなくても米軍に弾薬が提供できるようにするなど後方支援の範囲を拡大する考え。これまでは禁じられていた発進準備中の戦闘機への給油も新たにできるようにする。政府は来年の通常国会での早期承認を目指す。 
　後方支援は日米両政府が最重要の協力分野と位置づけるが、日本政府は参院選への影響を懸念して今年１月からの通常国会への提出を見送った経緯がある。安保関連法成立から１年以上経過した９月２６日に岸田文雄外相とケネディ駐日米大使が改定に調印し、今国会での承認を目指していた。度重なる遅れに米側の不満が高まる恐れもある。【村尾哲】 
日米地位協定 　文書で「軍属」限定へ　政府間策定作業入り
毎日新聞2016年11月2日 19時02分(最終更新 11月2日 19時02分)
　日米両政府が沖縄県で今春起きた米軍属の男による女性暴行殺害事件を踏まえ、日米地位協定上の軍属を限定する政府間文書の策定作業に入ったことが分かった。自民党の茂木敏充政調会長が２日明らかにした。政府関係者によると年内のとりまとめを目指す。 
　茂木氏は２日、党本部でケネディ駐日大使と米軍基地問題などについて協議。その後に記者団に「事件の再発防止に向け具体的な文書が必要だ。政府間で検討が始まっている」と述べた。茂木氏は８～９日に沖縄県を訪れ、米軍幹部に文書策定に向けた協力を要請する考えだ。 
　日米地位協定では軍属の犯罪は米国側に裁判権がある。日米両政府は７月、軍属の範囲を事実上絞ることで合意したが、日本政府は法的拘束力のある政府間文書の作成を求めていた。【加藤明子】 
ＴＰＰ承認案可決、国会前で抗議「食の安全に懸念残る」
朝日新聞デジタル東郷隆2016年11月4日23時03分

国会前では「ＴＰＰを強行採決するな」と市民団体が抗議の声をあげた＝東京・永田町
　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案が衆院ＴＰＰ特別委員会で可決された４日午後、東京・永田町の国会前では市民団体による抗議活動が午後７時ごろまで続いた。
　団体は全国の農業団体や生協など２７０団体が賛同する「ＴＰＰを批准させない！全国共同行動」。正午過ぎには約２００人が集まり、「ＴＰＰはいらない」などと声を上げた。
　千葉市の主婦田村香月さん（３６）は、「食の安全への懸念が残る」として参加した。成長促進剤を使った牛肉の流通が国内で増える可能性を不安視し、「３歳と５歳の息子が成長期になってたくさん食べるようになれば安い外国産を買うかもしれない。いまの政府の説明では絶対安全だと納得できない」。
　埼玉県深谷市のコメ農家の男性（６８）は山本有二農水相の一連の失言について「農家は不安だらけなのに、担当大臣が『冗談』を言うのは信じられない。農家のことを考えていない証拠で、議論し直してほしい」と批判した。（東郷隆）
しんぶん赤旗2016年11月3日(木)

ＴＰＰ批准させるな　国会前　終日抗議

　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の批准は許さないと２日、「ＴＰＰを批准させない！全国共同行動」は終日、国会議員会館前での座り込み、毎週水曜日定例の国会議員との意見交換会、議員会館前での抗議行動を行いました。

　暴言を繰り返す山本有二農水相。参加者は「山本大臣さっさとやめろ」「ＴＰＰは批准させない」とコールしました。

　座り込み行動で、共同行動の呼びかけ人の一人、山田正彦元農水相が「“１０月中に”といわれていた採決は許さず、ここまで安倍政権を追い詰めてきた。阻止するまで頑張りぬこう」と呼びかけました。
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（写真）ＴＰＰ批准の強行採決はするなと国会にむけて抗議する人たち＝２日、衆院第２議員会館前


　全農協労連の舘野豊書記長は、全国で行動が広がっていると述べ、「私たちの力が情勢を動かしていることを確信にし、ＴＰＰ批准を阻止するまでたたかおう」と語りました。

　日本共産党、民進党の議員が国会報告。日本共産党の畠山和也衆院議員は「山本農水相の発言は、国民と国会を愚ろうするものだ。この状況で採決など認められない」と表明しました。

　意見交換会には共産、民進、社民の各党議員が参加し、日本共産党は斉藤和子衆院議員が国会報告。抗議行動には日本共産党の清水忠史、畠山の両衆院議員が参加しました。

ＴＰＰ、特別委で可決＝与党強行、８日衆院通過方針


衆院特別委員会で、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案の採決の際、委員長席に詰め寄る民進党の議員ら。左奥は山本有二農水相＝４日午後、国会内
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案は４日午後の衆院特別委員会で、自民、公明、日本維新の会の３党の賛成で可決された。民進党などが山本有二農林水産相の辞任を要求して紛糾する中、与党が採決を強行した。政府・与党は、承認案などを８日に衆院通過させる方針だが、野党は農水相不信任決議案提出も視野に抵抗する構えで、国会は週明けも混乱が続きそうだ。
　自民党が民進党といったん合意した４日の衆院通過からさらにずれ込むため、今月３０日までの会期の延長は避けられない情勢だ。
　特別委は、与党が維新を除く野党の反対を押し切る形で、安倍晋三首相も出席して予定より約１時間遅れて開会。維新の質疑と与党など３党の賛成討論を行った後、採決に踏み切った。民進、共産両党は採決の際、塩谷立委員長（自民）の席を取り囲んで抗議した。（時事通信2016/11/04-22:57）
TPPが衆院委で可決　与党、今国会成立へ強行

共同通信2016/11/4 19:1611/4 20:33updated

[image: image15.jpg]


民進、共産両党の議員が抗議する中、TPP承認案と関連法案を与党などの賛成多数で可決した衆院TPP特別委員会。閣僚席左から山本農相、岸田外相、石原経済再生相＝4日午後[image: image16.jpg]


衆院TPP特別委で、委員長席で抗議する民進、共産両党の議員を見つめる山本農相（左端）＝4日午後
　衆院環太平洋連携協定（TPP）特別委員会は4日午後、TPP承認案と関連法案を自民、公明両党などの賛成多数で可決した。民進、共産両党は山本有二農相が辞任しない限り審議には応じないとして退席したが、与党は採決を強行した。8日の衆院本会議で可決し、参院に送付される方向。今国会中に成立する見込みだ。強行採決を巡る発言を「冗談」とした山本氏は、委員会冒頭で発言を撤回し陳謝。辞任を否定した。与野党攻防は一層激化した。

　約1時間遅れの約2時半ごろに始まった特別委の冒頭などで、民進党理事らが塩谷立委員長（自民党）を取り囲み抗議した。

ＴＰＰ法案、賛成多数で可決　特別委、抗議の中採決強行
朝日新聞デジタル2016年11月4日20時50分

衆院ＴＰＰ特別委で野党議員が委員長席に詰め寄る中、謝罪して自席に戻る山本有二農水相（左端）＝４日午後２時３０分、越田省吾撮影




　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案は４日の衆院ＴＰＰ特別委員会で、自民、公明、日本維新の会の賛成多数で可決された。ＴＰＰをめぐる「強行採決」発言など、失言を重ねた山本有二農林水産相の辞任を求める民進、共産両党が採決は拙速だとして抗議するなか、与党が強行した。
　地球温暖化対策の新たな国際ルール「パリ協定」の承認案の採決が予定されていた同日の衆院本会議は、「遺憾の意を表して中止する」（佐藤勉・衆院議院運営委員長）として開かれず、承認は先送りされた。政府・与党は８日にパリ協定の承認とともに、ＴＰＰ承認案・関連法案の衆院通過を目指す。民進党は山本氏の不信任決議案の提出も検討しており、対立は激しさを増している。
　４日の特別委は、与党側が民進など野党側と審議日程の調整がつかないまま、委員会採決に向け、午後から締めくくり総括質疑を実施。山本氏は「先日の私の不用意な発言によりまして、再び皆様に大変、ご迷惑をおかけいたしましたことを心からおわびを申し上げます。また発言につきまして、謹んで撤回をさせて頂きます」と謝罪。質疑で「職責を全うする」と答え、辞任は否定した。
　これに対して、民進、共産議員は、合意のない状態での委員会開会に反発し、退席。質疑の終了直前、委員会室に戻り、「強行採決反対！」などと書いた紙を手に、塩谷立委員長を囲んで抗議。採決は騒然としたなかで行われた。
　民進の蓮舫代表は採決後、記者団に「数があると何でもできるんだということを、まさに自ら行っている」と与党側の対応を批判。不信任決議案の提出が「視野に入っている」と強調した。
　臨時国会の会期は今月３０日までだが、混乱が長引く可能性があり、政府・与党は会期延長を視野に入れざるを得なくなっている。
　山本氏は先月１８日の佐藤議運委員長のパーティーで「強行採決するかどうかは佐藤勉さんが決める」と述べ、その後、国会で謝罪。今月１日の自民党議員のパーティーでも自らの発言について「冗談」と発言。参加していたＪＡ関係者には「農林省（農水省）に来て頂ければ何かいいことがあるかもしれません」と利益誘導とも取られかねない発言をしていた。
ＴＰＰ 　与党が強行採決　衆院委可決、民進・共産は欠席
毎日新聞2016年11月4日 17時32分(最終更新 11月4日 23時02分)




衆院ＴＰＰ特別委員会で、採決時に民進党などの議員が抗議して委員長席に詰め寄る様子を閣僚席から見つめる山本有二農相（中央奥）＝国会内で２０１６年１１月４日午後４時２４分、川田雅浩撮影



ＴＰＰ審議に関する今後の主な政治日程
　環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案は４日の衆院ＴＰＰ特別委員会で、自民、公明、日本維新の会の３党の賛成で可決された。民進、共産両党は、失言が相次いだ山本有二農相の辞任がないままの審議に反対して欠席し、与党側は両党欠席のまま採決を強行した。政府・与党は８日の衆院本会議採決による衆院通過を目指す。 
会期延長は不可避 
　約１時間遅れの４日午後２時半ごろに始まった同委で、山本氏は強行採決に触れた自らの発言を「冗談」とした新たな失言について謝罪。「不用意な発言によって、再び大変ご迷惑をおかけし、心からおわびを申し上げる。発言を謹んで撤回する」と述べた。一方で「職責を全うするため誠心誠意努力を重ねたい」と述べ、辞任を否定した。 
　山本氏が発言する中、民進党理事らが塩谷立委員長（自民）に詰め寄り、「そもそも非は政府にある」などと委員会開催に抗議した後、退席した。 
　塩谷氏はそのまま質疑を進め、自民、公明、維新の３党の賛成討論を行ったうえで採決した。その際、民進理事らは委員会室に戻って塩谷氏を取り囲み、「大臣のけじめをつけてください」などと抗議。民進の今井雅人理事は採決後、「今まで見た中で一番ひどい強行採決だ」と批判した。 
　民進、共産両党は採決後、同委に委員を出していない自由、社民両党も含めた４党の国対委員長で大島理森衆院議長と面会。採決結果を受け入れないよう求めたが、大島氏は「決して平穏な状況の採決ではなかった」としつつ、「各党間で議論してもらいたい」と述べるにとどめた。 
　４野党は山本氏への不信任決議案提出を検討する。民進党の蓮舫代表は４日夕、記者団に「不信任案は視野に入っている。相当リアルだ」と述べた。 
　４日の同委の答弁で、安倍晋三首相は食の安全対策などを図る考えを表明。「（審議で）浮かび上がった課題は重く受け止め、政府として検討を加えたい」と語った。可決された付帯決議には、ＴＰＰの効果や内容の情報提供徹底や、農林水産物の安定供給に向けた対策などを政府に求めることが盛り込まれた。 
【高橋恵子、葛西大博】 
産経新聞2016.11.4 21:19更新 
ＴＰＰ承認案が衆院特別委で可決　８日通過目指す
　衆院環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）特別委員会は４日、ＴＰＰ承認案と関連法案を与党などの賛成多数で可決した。民進、共産両党は強行採決をめぐる発言を「冗談」とした山本有二農林水産相の辞任を求めて批判を強め、対立が激化している。
　与党は８日の衆院本会議で可決し、参院に送付したい考えだ。ただ、今国会での成立を確実にするため、憲法の規定で参院の議決がなくても自然成立する「３０日ルール」を念頭に、今月３０日までの会期の延長は避けられない情勢だ。
　特別委では、民進党理事らが塩谷立委員長（自民）を囲んで抗議し、退席した。与党は議事を進めたが、戻ってきた民進党議員らが「強行採決反対」と書かれたビラを掲げて抗議する中、採決に踏み切った。
　菅義偉官房長官は記者会見で「一定の議論をして方向性が見えてくる段階で国会が判断して採決することは自然な流れだ」と述べた。民進、共産、自由、社民の野党４党国対委員長は記者会見し、民進党の山井和則氏は「前代未聞の暴挙だ」と批判。蓮舫代表は記者団に対し、山本氏について「不信任決議案の提出も視野に入っている。相当リアルだ」と述べた。
　一方、山本氏は特別委で「不用意な発言で再び皆さまに大変ご迷惑をおかけしたことを心からおわびする」と謝罪し、発言を撤回したが、辞任は否定した。
　特別委の後に予定していた衆院本会議は、民進党が欠席する意向を示したため、開会が見送られた。
山本農相 ＴＰＰ衆院特別委で発言撤回し陳謝
ＮＨＫ11月4日 15時03分
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案と関連法案を審議している衆議院の特別委員会は、民進党と共産党が抗議するなか、午後２時半ごろ、塩谷委員長が開会を宣言しました。山本農林水産大臣は委員会で、みずからの一連の発言について「不用意な発言により大変ご迷惑をおかけしたことを心からおわび申し上げます」と述べ、発言を撤回し、陳謝しました。
衆議院の特別委員会は、断続的に理事会で協議したあと、午後２時半ごろ、民進党と共産党が塩谷委員長を囲んで抗議する中、塩谷委員長が開会を宣言しました。
山本大臣は委員会で、冒頭、みずからの一連の発言について「先日の私の不用意な発言により、再び大変、ご迷惑をおかけしたことを心からおわびを申し上げます。また、この発言について、謹んで撤回させていただきます。さらに農業関係者の皆様に心からおわびを申し上げます」と述べました。
そして、民進党が質疑を行う時間になっていますが、民進党と共産党は、塩谷委員長への抗議を続けたあと、午後３時前に委員会を退席しました。
ＴＰＰ国会承認議案など 衆院特別委で抗議のなか可決
ＮＨＫ11月4日 16時30分
ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案と関連法案は、４日午後開かれた衆議院の特別委員会で、民進党と共産党が抗議する中、採決が行われ、自民・公明両党と日本維新の会の賛成で可決されました。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案と関連法案を審議している衆議院の特別委員会は、４日午後、予定よりも１時間遅れて委員会を開きました。
冒頭、山本農林水産大臣が、みずからの一連の発言について、「不用意な発言により大変ご迷惑をおかけしたことを心からおわび申し上げます」と述べ、発言を撤回し、陳謝しました。
これに対し、民進党と共産党は「あまりに強引な委員会運営で問題だ」として、塩谷委員長を囲み、およそ３０分にわたって抗議を続け、委員会室を退席しました。
民進党と共産党は締めくくりの総括質疑では質問は行わなかった一方、日本維新の会は質問を行いました。
その後、特別委員会では、民進党と共産党が委員会室に戻って再び抗議を行う中、採決が行われ、議案と関連法案は自民・公明両党と日本維新の会の賛成で可決されました。
また、ＴＰＰ協定の内容や効果について国民の理解を得て不安を取り除くために、情報の提供を積極的に行うことなどを盛り込んだ付帯決議も、自民・公明両党と日本維新の会の賛成で可決されました。
ＴＰＰ協定には、日本が輸入する農林水産品や工業製品などの９５％の品目で関税を撤廃することや、知的財産の保護、投資に関する紛争を解決するための制度など、幅広い分野の貿易や投資などに関するルールが定められています。
また関連法案には、協定発効後、牛肉と豚肉の生産者が全体で赤字経営になった場合に、赤字額を補填（ほてん）する制度の拡充などが盛り込まれています。
与党側は、４日中の衆議院通過は見送るものの、来週には本会議で可決させ、参議院に送りたいとしているのに対し、民進党などは、参議院でも徹底した審議を求め、廃案に追い込むことを目指すことにしています。
山本農相 辞任の考えない
山本農林水産大臣は、ＴＰＰ協定に関する衆議院の特別委員会で、みずからの一連の発言を撤回し、陳謝したうえで、進退について「職責を全うするため、誠心誠意努力を重ねていきたい」と述べ、辞任する考えはないことを明らかにしました。
山本農林水産大臣は、今月１日に開かれた自民党の衆議院議員のパーティーで、先に撤回した強行採決に関する発言について、「冗談を言ったらクビになりそうになった」と発言したほか、「ＪＡの方々が大勢いるが、あすでも、この衆議院議員の紹介で農林水産省に来てくれれば、何かいいことがあるかもしれない」とも述べました。
山本大臣は、４日午後から開かれているＴＰＰ協定に関する衆議院の特別委員会で、冒頭、みずからの一連の発言について「先日の私の不用意な発言により、再び大変、ご迷惑をおかけしたことを、心からおわびを申し上げます。また、この発言について、謹んで撤回させていただきます。さらに農業関係者の皆様に心からおわびを申し上げます」と述べました。
このあと、山本大臣は、進退について問われたのに対し、「職責を全うするため、誠心誠意努力を重ねていきたいというように、決意を新たにしているところであります」と述べ、辞任する考えはないことを明らかにしました。
委員長「予定どおり」
衆議院の特別委員会の塩谷委員長は記者団に対し、「残念な状況だが、われわれとしては採決を予定していたので、予定どおりやったということだ」と述べました。そのうえで塩谷氏は、記者団が「強行採決だったと考えていないか」と質問したのに対し、「考えていない」と述べました。
森山元農相「ルールにのっとり結論」
与党側の筆頭理事を務める自民党の森山前農林水産大臣は、記者団に対し「非常に慎重な審議を続け、よい審議ができたと思ったが、最後にこのような形になったことは極めて遺憾だ。それぞれの立場で考えがあると思うが、われわれはルールにのっとって結論を出した。山本大臣の発言は遺憾だったが、非常に反省しているので、山本大臣には、今後は十分配慮してもらい、大臣としての職務を続けていただけると思う」と述べました。
蓮舫代表「農相の不信任決議案も視野」
民進党の蓮舫代表は、東京都内で記者団に対し「きょうの強行採決は、安倍総理大臣が、いみじくも『結党以来強行採決を考えたことはない』と言ってることを見事に裏切っていて、国会軽視以外何ものでもない。山本農林水産大臣の出処進退は、みずから判断するのがいちばんだと思うが、山本大臣が適任だという理由が見つからない。山本大臣に対する不信任決議案の提出は視野に入ってきていて、相当リアルだ」と述べました。
大島議長「円満な運営 与野党で話を」
衆議院の特別委員会での採決のあと、大島衆議院議長と自民・公明両党の国会対策委員長らが会談しました。
この中で大島衆議院議長は、民進党など野党４党から、本会議の日程などを協議する議院運営委員会の理事会の休憩中に特別委員会が開かれたことに強い抗議があったことを伝えたのに対し、自民党の竹下国会対策委員長は「非礼があればおわびしたい」と述べました。
そのうえで、大島議長は「きょうの採決の様子は報道を通じて広く国民が知るところになる。そういうことも踏まえて、今後、国会をどう円満な形で運営していくのか、与野党の国会対策委員長でしっかりと話をしてもらいたい」と求めました。
野党４党 ＴＰＰ 衆院本会議で採決しないよう申し入れ
ＮＨＫ11月4日 18時26分
民進党など野党４党は、大島衆議院議長に対し、衆議院の特別委員会で４日に行われたＴＰＰ協定の国会承認を求める議案などの採決は、不正常な状況で強行されており、認められないとして、本会議で採決を行わないよう申し入れました。
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申し入れを行ったのは、民進党、共産党、自由党、社民党の国会対策委員長です。
この中で４党は、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案と関連法案について、「衆議院の特別委員会での採決は、不正常な状況で強行されたもので認められない」として、本会議で採決を行わないよう求めました。
これに対し、大島衆議院議長は「決して平穏な状況での採決ではなかったが、評価については差し控えたい。まずは与野党で協議してほしい」と述べるにとどめました。
民進党の山井国会対策委員長は、記者会見で「一方的に採決を強行するということは、前代未聞の暴挙だ。何よりも、山本農林水産大臣の辞任要求に対してゼロ回答の状況での強行採決は決して許されない。強く抗議し、採決は無効だと言いたい」と述べました。
共産党の穀田国会対策委員長は、記者会見で「事の発端は何かと言えば、山本農林水産大臣の発言であり、山本大臣は原点に戻って、辞任すべきだ。与党側は、われわれの要求に対し、何らかの回答をする必要がある」と述べました。
自由党の玉城国会対策委員長は、記者会見で「政府・与党は、ルールそのものをことごとく自分たちで破っており、政治不信につながることは間違いない。こういう暴挙は断固として認められない」と述べました。
社民党の照屋国会対策委員長は、記者会見で「強行採決という暴挙は、熟議を旨とする国会のルールや慣例を無視するもので、絶対に許すわけにはいかない」と述べました。
産経新聞2016.11.4 21:20更新 
混乱国会、繰り返される“お約束”の光景　カメラマン席に向け「強行採決反対！」のボード　維新「『８時だョ！　全員集合』のよう」

衆院ＴＰＰ特別委員会の採決に対して、塩谷立委員長に抗議する野党議員ら＝４日午後、国会・衆院第１委員室（斎藤良雄撮影） 
　環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案が４日、民進党や共産党などの野党議員が抗議する中、衆院特別委員会で可決した。委員室では民進党議員らが「ありえない！　ありえない！」などと叫びながら、採決を阻止しようと委員長席に殺到。大勢の議員がカメラマン席に向かって「強行採決　反対！」などと書かれたおそろいのボードを掲げていた。対決法案の採決で繰り返される“お約束”の光景に、野党の日本維新の会の議員は冷ややかな反応を示していた。
　馬場伸幸幹事長は「採決の様子をみて『５５年体制』再来かという感じがした。いつもの『吉本新喜劇』『８時だョ！　全員集合』のような光景をまたみせつけられた」と述べた。国会内で記者団に語った。
　遠藤敬国対委員長は、委員会が空転している状況を横目に「夕方５時を過ぎて物事が動くことのないようにしてほしい」とあきれ顔。さらに、「前から与野党に言っているが（方向性が）決まっているのに無駄な時間を費やして『やってる感』を見せるのは最低だ。これは許せない。国民の理解が深まる議論を行う場が国会だ」と批判。「日程闘争」に陥りがちな国会運営にも苦言を呈した。
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衆院ＴＰＰ特別委員会で、採決に対して抗議する野党議員＝４日午後、国会・衆院第１委員室（斎藤良雄撮影）
米 「ＴＰＰ発効せず別の協定なら雇用に悪影響」
ＮＨＫ11月4日 13時03分
アメリカでは大統領選挙で、民主、共和両党の候補がＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定に反対の姿勢を示していますが、アメリカ政府は、ＴＰＰ協定が発効せずに、別に日本や中国などが交渉を進めている経済連携協定が発効した場合、アメリカ国内でおよそ４７０万人の雇用に悪影響があるという推計を発表しました。
アメリカ政府は３日、みずからが主導するＴＰＰが発効せずに、日本や中国など１６か国が交渉を進めているＲＣＥＰ＝東アジア地域包括的経済連携が発効した場合の、アメリカ経済への影響に関する推計を発表しました。
それによりますと、関税の引き下げなどによって中国の輸出競争力が増すことから、日本向けの輸出を行うアメリカ企業１６万２０００社のおよそ４７０万人の雇用に悪影響があるとしています。
ＴＰＰをめぐっては、大統領選挙で民主党のクリントン候補と共和党のトランプ候補の双方が反対の姿勢を示していることから、来年１月までのオバマ大統領の残りの任期中に議会の承認が得られるかが焦点になっています。
しかし、現在の議会で多数を占める共和党の幹部は「現状では賛成が得られず、協定を修正する必要がある」と述べるなど、発効の行方は不透明な状況になっていて、アメリカ政府としては、今回の推計によってＴＰＰの重要性を訴える狙いがあるものと見られます。
衆院厚労委 民進・共産欠席の中 年金関連法案審議
ＮＨＫ11月4日 20時39分
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衆議院厚生労働委員会は、民進党と共産党が、委員長の職権による委員会の開催に抗議して欠席する中、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案の実質的な審議が始まりました。
衆議院厚生労働委員会の冒頭で、民進党と共産党は丹羽委員長に詰め寄って委員長の職権による開催に抗議する中、丹羽委員長が開会を宣言しました。
このあと、民進党と共産党が欠席する中、自民・公明両党と日本維新の会が年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案の質疑を行い、実質的な審議が始まりました。
野党側の筆頭理事を務める民進党の柚木国会対策副委員長は記者団に対し、「委員長職権で強行開会されて、『年金カット法案』が強行で審議されていくのは、安倍政権の数のおごりだ。巨大与党であれば、野党なんて質問させなくていいと、どんどん審議を進めている」と述べました。
一方、与党側の筆頭理事を務める自民党の田村前厚生労働大臣は「与党としては円満に委員会運営をしたいが、普通に委員会を開催できない異常な状態が続いている。国民は審議の中身を見たいのであり、委員会に出て議論するのが大前提だ」と述べました。
しんぶん赤旗2016年11月4日(金)

マイナンバー　本人の意思と無関係　役所が職場に郵送　漏えい・紛失の危険増す

　厳重な管理が法律で義務づけられているはずのマイナンバー（個人番号）が来年５月、本人の頭越しに役所から勤務先に通知されることが、税理士事務所が行った自治体への調査で明らかになりました。しかも、マイナンバー付きの書類を普通郵便で送る予定の自治体もあり、漏えいや紛失の危険が大です。

　(矢野昌弘)
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　全国の市区町村は、毎年５月になると、事業所で働く人が納める住民税の額などを記した「通知書」を事業所に送っています。

　マイナンバー制度を所管する総務省は今年１月からの運用開始にあたって、この「通知書」の書式を変更。

　新しい通知書には、従業員の名前、住所に加え、新たに１２ケタのマイナンバーを記入する欄が設けられています。

拒否しても職場に通知

　税理士法人東京南部会計（東京都大田区）が都内２３の特別区を対象に実施したアンケートでは、半数の区が通知書にマイナンバーを「記載する」（予定も含む）と回答。「記載しない」と回答した区はなく、「検討中」と答えた３区以外は総務省の方針に従う考えを示しました。

　マイナンバー制度では、従業員は、事業所からマイナンバーの提出を求められても拒否することもできます。

　しかし、「通知書」によって提出を拒否した従業員のマイナンバーが事業所に伝わることになり問題です。

　東京南部会計の佐伯正隆税理士は「事業主に番号の提供を拒否したのに、自治体が事業主にマイナンバーを伝えるのは、個人番号の利用範囲を超えているのではないか。番号を事業主に知らせること自体に、意味があるのか｣と指摘します｡

普通郵便で配達の区も
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（写真）個人番号の欄が設けられた「通知書」


　「記載する」とした区の中には、事業所に通知書を普通郵便での郵送を予定する区もありました。

　郵便受けに入れるだけの無防備なやり方では、マイナンバー、名前、住所、勤務先がセットで漏えいするという危険がさらに増大します。

　誤配達や盗難のリスク以外にも、マイナンバーの管理者ではない職員が知らずに開封し、他人のマイナンバーを知ってしまうなどの取り扱い事故も懸念されます。

　マイナンバーの通知カードを昨年１０月以降、各世帯に配達した際は簡易書留が使われました。

　簡易書留の配達では、受取人への手渡しが原則で、不在の場合は持ち帰ります。それでも、通知カードの配達では全国で誤配が起きています。

　日本共産党の梅村さえこ衆院議員と全商連の聞き取りに、マイナンバー制度の普及を狙う総務省は、方針を変えないことを明らかにしました。配達方法についても「こちらから、こういうふうに郵送してほしいと示すことはない」とのべ、自治体任せの対応となっています。

衆院本会議の開会見送り パリ協定の議案承認は来週以降
ＮＨＫ11月4日 19時08分
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衆議院議院運営委員会の理事会が４日午後６時前から開かれ、４日に予定していた本会議の開会を見送ることを決めました。これにより、地球温暖化対策を進める国際的な枠組み「パリ協定」の締結に必要な議案の承認は、来週以降にずれ込むことになりました。
衆議院議院運営委員会の理事会で、４日に予定していた本会議の開会を見送ることを決めました。
そして自民党は、週明けの７日に改めて理事会を開いて、地球温暖化対策を進める国際的な枠組み「パリ協定」の締結に必要な議案や、ＴＰＰ協定の議案などの取り扱いを協議したいと提案しました。
これに対し、民進党は「強行な委員会の運営に激しい怒りを覚える」と抗議したうえで、特別委員会での採決の撤回と山本大臣の辞任を求めて、折り合わず、引き続き協議することになりました。
佐藤委員長は「どうしてこういうことが起きたのか、私もよくわからず、驚きを隠せない。力不足で申し訳なく思っており、きょう特別委員会で採決が行われたことを陳謝したい」と述べました。
外務省 実質的影響はない
４日に予定されていた衆議院本会議が開かれず、「パリ協定」の締結に必要な議案の承認が先送りされたことについて、外務省幹部は、今月開かれる初めての締約国会合にオブザーバーとして出席できるため、実質的な影響はないとしています。
一方で、別の幹部は「『パリ協定』が発効されたきょう中に国会で承認されれば、国際社会に対して日本が環境問題に取り組む姿勢を示すことができたが、それができず、非常に残念だ。今後、一刻も早く国会で承認してほしい」と話しています。
温暖化対策の国際的枠組み「パリ協定」が発効
ＮＨＫ11月4日 13時00分
地球温暖化対策を進める国際的な枠組み「パリ協定」が発効し、発展途上国を含むすべての国がそれぞれ目標を立てて温室効果ガスの削減に取り組むこの枠組みに、どれだけ実効性をもたせることができるのか、今後、各国の姿勢が問われることになります。
「パリ協定」は、去年、世界１９０以上の国と地域が参加してフランスで開かれた国連の会議、ＣＯＰ２１で採択された、温室効果ガスの削減に取り組む新しい国際的な枠組みです。
協定では、締約国が５５か国以上になり、その国々の温室効果ガスの排出量が世界全体の５５％以上に達すると、３０日後に発効すると定めていますが、先月５日にこの２つの条件が満たされ、日本政府によりますと、国連があるニューヨークの時間の４日午前０時（日本時間４日午後１時）、協定が発効しました。
協定は、世界全体の温室効果ガスの排出量をできるだけ早く減少に転じさせ、今世紀後半には実質的にゼロにすることを目指していて、各国が５年ごとに削減目標を提出し、対策を進めることが義務づけられています。
先進国だけに削減義務を課した以前の京都議定書とは違い、パリ協定は発展途上国を含むすべての国が参加しますが、各国がそれぞれみずから目標を設定して取り組むことから、地球温暖化を抑えるうえでどれだけ実効性をもたせることができるのか、今後、各国の姿勢が問われることになります。
今月７日からは北アフリカのモロッコでＣＯＰ２２が開かれ、各国の削減目標をどのように検証し、確実な削減につなげるのかなど、具体的なルール作りを話し合うことになっています。
会議に合わせて、パリ協定の締約国による第１回の会合も開かれる予定ですが、日本は、協定の締結が遅れたため、今回はオブザーバーとしての参加となります。
主な排出国の削減目標は
「パリ協定」を締結した国は、協定の目的を達成するため、それぞれが「自国が決定する貢献」として、２０２０年までに自主的に削減目標を国連に提出して、その後も５年ごとに見直します。
これまでに提出されている主な排出国の削減目標の内訳を見ますと、世界最大の温室効果ガスの排出国である中国は、２０３０年までにＧＤＰ＝国内総生産当たりの二酸化炭素の排出量を、２００５年に比べて６０％から６５％削減する目標を掲げています。また、二酸化炭素の排出量の総量を２０３０年ごろまでにできるだけ早く減少に転じさせるよう最大限の努力をするとしています。
また、世界第２の排出国であるアメリカは、２０２５年までに二酸化炭素やメタンガスなどの温室効果ガスの排出量を、２００５年に比べて２６％から２８％削減する目標を掲げています。
世界第３位の排出国であるインドは、２０３０年までにＧＤＰ＝国内総生産当たりの温室効果ガスの排出量を、２００５年時点に比べて３３％から３５％削減する目標を掲げています。
ＥＵ＝ヨーロッパ連合は、２０３０年までに二酸化炭素やメタンガスなどの温室効果ガスの排出量を、１９９０年時点に比べて４０％削減する野心的な目標を掲げています。
締結遅れで日本の発言力低下を懸念
パリ協定が発効したことで、今月７日から始まる地球温暖化対策の国際会議、ＣＯＰ２２では、期間中、初めての締約国による会合が行われます。しかし、日本は協定の締結が遅れているため締約国として参加できず、専門家などからは国際交渉の場での発言力の低下を懸念する声が出ています。
パリ協定の発効により、今回のＣＯＰ２２では初めての締約国会合が開かれ、各国の取り組みや目標の達成状況をどう評価、検証するのかや、発展途上国に対する資金支援をどのように進めるのかといった、具体的なルール作りやスケジュールについて話し合うことになっています。
しかし日本は、国連の示した締め切りに締結が間に合わなかったため、ＣＯＰ２２の期間中の今月１５日に行われる初めての締約国会合には締約国としては参加できず、会合の決定に異議の申し立てができないオブザーバーとしての参加になります。
これについて政府は「国際交渉に実質的な影響はない」としていますが、専門家や環境ＮＧＯなどからは、温室効果ガスの主要排出国である中国やアメリカ、それにＥＵの各国が早期に協定に締結したことで、会合の議論をリードすることが見込まれるとして、日本の発言力の低下を懸念する声が出ています。
地球温暖化対策の国際交渉に詳しい環境ＮＧＯ「ＷＷＦジャパン」の山岸尚之さんは、「中国やインド、それにＥＵも、国内ではほかにもさまざまな問題が山積みになっている中、あえて地球温暖化対策を優先課題と捉えて、締結を早めた。それだけ温暖化対策が重要だという意識が国際社会の中で共有されていたと思う」と話しています。
その中で日本については、「残念ながら温暖化対策の優先度はとても低く、出遅れ感は否めない。早期に協定を発効させるためにさまざまな努力をしてきた国と比べると、日本は、今後の国際交渉で発言に重みがなくなってしまったり、それほどパリ協定を重視していないのではないかと思われたりする事態も考えられる」と述べ、ＣＯＰ２２などの国際交渉の場で日本の交渉力が低下するのではないかと懸念を示しています。
ＥＵが声明「地球にとって偉大な日」
パリ協定が発効したことについて、ＥＵ＝ヨーロッパ連合は、４日、声明を発表し、「ヨーロッパ、そして地球にとって偉大な日だ。ＥＵの批准が協定の速やかな発効に貢献したことは意義深い」として、協定の早期発効にＥＵが貢献したと強調しました。
ＥＵ２８か国の温室効果ガスの総排出量は世界全体の１２％を占めていることから、ＥＵは先月、協定の発効条件が早く整うよう、従来の手続きを前倒しして批准手続きを急いだ経緯があります。
ＥＵは、今月７日からモロッコで始まる国連の地球温暖化対策の会議で、発展途上国の環境政策への支援などについても議論を主導していきたいとしています。
しんぶん赤旗2016年11月1日(火)

安保法制やＴＰＰなど国会内で野党が共闘していく課題に　小池書記局長が会見

　日本共産党の小池晃書記局長は３１日、国会内で記者会見し、戦争法＝安保法制や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、長時間労働、「年金カット法案」などについて、「野党間で一致した課題があると改めて感じている。野党が国会内で共闘していく課題にしていきたい」と語りました。
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（写真）記者会見する小池晃書記局長＝31日、国会内


　小池氏は、戦争法について、南スーダンＰＫＯでの武器使用拡大に反対することで野党が一致していることを紹介。ＴＰＰでも、民進党の大串博志政調会長が強行採決に反対する姿勢を示した（３０日、ＮＨＫ「日曜討論」）ことにふれ、「今国会での批准を阻止する方向で力をあわせることができるのではないか」と語りました。

　長時間労働の是正については「残業時間の上限規制」と「勤務間インターバル規制」を盛り込む法案を野党が提出していることをあげて、「実現を迫っていく共同のたたかいをやっていきたい」と強調。「年金カット法案」に関しても「年金生活者の暮らしだけではなく、年金削減で景気を冷え込ませ、現役世代にとっても深刻な打撃になる法案だ。（成立）阻止で一致点があると思っている」と語りました。

　小池氏は、４野党の党首間では、国会内外で協力していくことを合意していることを紹介し「できるだけ早く４野党書記局長・幹事長会談を開くことも確認している。そのなかで、この点は確認していきたい」と述べました。

産経新聞2016.11.4 01:00更新 
【単刀直言】共産党の小池晃書記局長　「民進党は態度を決めよ。信頼なければ本気の共闘はできない」「連携で保守層の支持も広がる！」

インタビューに応じる共産党の小池晃書記局長＝１日午後、東京・永田町の参院議員会館（斎藤良雄撮影） 
　先月の衆院東京１０区と福岡６区の両補欠選挙は、野党間の「本気の共闘」が不十分に終わり、野党候補は敗北してしまいました。
　補選にあたり、民進党の野田佳彦幹事長から「野党候補を一本化したい。できる限りの協力をしてほしい」と頼まれたので、共産党は候補を降ろしました。しかし、東京１０区では志位和夫委員長が参加した野党４党の党首クラスによる街頭演説に民進党の公認候補は来ませんでした。「できる限りの協力」を要望されたにもかかわらずです。
　野党が共闘して勝利した新潟県知事選（１０月１６日投開票）は、東京電力柏崎刈羽原子力発電所の再稼働反対という分かりやすい争点設定ができたので、共闘の大義となる「旗」も鮮明になりました。しかし、衆院補選では、野党４党で確認したはずの安全保障法制の問題も語られなかった。
　民進党の態度の背景には支持母体の連合との関係があるのかもしれません。そもそも連合が８月２５日に出した「（７月の）参院選のまとめ」という文書に「共産党とその支援団体と一線を画すことが大前提」と書いてあります。
　私たちは連合との決別を求めているのではありません。民進党は「共産党と一線を画せ」という連合の方針に従うのか。それとも野党と市民の共闘の方向に行くのか。ここをはっきりさせてほしいのです。巨大与党に勝つためには、野党間の本気の共闘が必要なのですから。本気の共闘は相手を尊重し、相互信頼がなければ迫力が出ません。周囲に「本気でやる」と伝わらなければならないのです。
　■得票比率に応じ擁立を
　次の衆院選で共産党が一方的に候補を取り下げることは考えていません。共闘する以上は（１）互いの候補者を相互に推薦する（２）野党間の共通政策を明確に、豊かにする（３）政権構想に関する前向きな合意をする－ことが大切です。特に相互推薦は欠かせない。原発政策に関する合意も大切です。
　民進党の蓮舫代表は「綱領や政策の違う政党と一緒に政権を目指さない」といいますが、綱領や基本政策、理念が一致するなら同一の政党になりますよ。われわれが求めているのはあくまで選挙協力です。
　野田さんは以前、共産党との選挙協力を指して「血液型の違う人は輸血したら死んじゃう」と指摘しました。われわれは「輸血しよう」といっているのでなく、「手をつなごう」といっているだけです。
　将来の国のあり方をめぐり意見の違いがあったとしても、今の政治課題の重要な部分が一致できれば、選挙協力はできるはず。現に自民、公明両党は国家観の違いを乗り越え、固く結束して戦っていますよね。
　私は、野党共闘の「旗」を明確にすることで、保守層の支持も広がると思っています。環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）や原発再稼働は保守の皆さんも危機感を持っている。新潟県知事選では、自民党支持層の３割以上が野党統一候補に投票したとの分析もあります。「共産党と組むと保守層が逃げる」という人がいますが、共産党と組んで旗をしっかり掲げることで、むしろ保守の方々は信頼してくれると思います。
　衆院選の候補者調整で、私たちが民進党などに提案しているのは、直近の参院選の比例代表での得票比率に応じ、各党が擁立する「野党統一候補」の人数を決めるというものです。
　７月の参院選比例代表では、民進党と共産党の得票比率は約２対１でした。ですから、例えば民進党が統一候補を１０人にするなら、共産党は５人。野党が選挙区で候補を１人に絞れば、自民党に勝てる選挙区は多い。共闘は相乗効果も生みます。実際、現場の民進党議員から共闘に期待する声もたくさん聞きます。
　■天皇制基本は守る立場
　よく天皇制や自衛隊の存在について質問を受けます。私たちは今の日本国憲法のすべての条項を守る立場ですから、天皇の制度に関する憲法の条項も守っていくというのが基本的な立場です。共産党の綱領では極めて先の話として、１人の家系が日本の象徴であり続ける制度が未来永劫続くのか、「将来は国民の総意で考えよう」となっていますが、今は天皇制をなくすべきだという世論があるわけではありません。現実の政治課題にはまったくならないと考えています。
　憲法９条はどう読んでも軍隊を持たないとなっており、自衛隊の存在は明らかに憲法違反です。ただ、今は北朝鮮が核・ミサイル開発を続け、中国も東シナ海や南シナ海で乱暴な動きを強めています。今、自衛隊をなくせますかといえば、圧倒的多数の国民が「なくせない」というでしょう。
　９条が掲げた「軍隊によらない国づくり」という理想は追い求めるべきだと思うし、そのための外交的努力は続けます。でも、それには北東アジアで本当に平和な環境ができることが不可欠。特に今の中国の行動は、国連憲章や国際法の原則に反してでも、自国の利益を第一に追求するという傾向が強まっています。」
　■平和条約なら返還ない
　菅義偉官房長官に先日、ロシアとの領土交渉では全千島列島の返還を求めるよう申し入れました。
　第二次世界大戦では、連合国側の大原則は「領土不拡大」。千島列島は１８７５年の樺太・千島交換条約などで平和裏に日本の領土として画定しています。ところが旧ソ連は連合国の方針に反し、１９４５年２月のヤルタ会談で千島列島の移譲を求め、米英両国が応じました。これは領土不拡大という戦後処理の原則に明白に違反するものです。
　この誤りをただすところから始めないと、道理ある領土交渉になりません。歯舞群島と色丹島は千島列島でなく、北海道の一部。サンフランシスコ講和条約で放棄した千島列島には入らないので、２島先行返還はあり得ます。その場合も、日露の国境線を画定することになる「平和条約」を結んではなりません。それでは国後、択捉両島ですら返ってこないでしょう。ロシアは覇権主義的な国ですから、生半可な姿勢じゃ交渉はできないと思いますよ。
（水内茂幸）
産経新聞2016.11.4 07:52更新 
【共産党・小池晃書記局長インタビュー（１）】「新潟知事選は本気で共闘できた」「民共連携で『保守』の支持広がる」

インタビューに応じる共産党の小池晃書記局長＝東京・永田町の参院議員会館（斎藤良雄撮影） 
　共産党の小池晃書記局長は産経新聞のインタビューに応じ、民進党に対し、「共産党と縁を切れ」という支持母体の連合と共産党とどちらを選ぶのか、態度を明確にするよう求めた。インタビューの詳報は以下の通り。
　◇　
　－－野党共闘のあり方について。民進党の姿勢をどう思うか。１０月２３日投開票の衆院東京１０区、福岡６区の両補欠選挙では「本気の共闘ができなかった」と話していたが。志位和夫委員長は、民進党が連合と共産党双方に中途半端な姿勢を示すことに不快感をあらわにした
　「衆院補選と、野党候補が勝利した同月（１６日投開票）の新潟県知事選とは極めて対照的だったという印象が鮮烈にある。新潟では本気の共闘ができたと思っているし、政策の旗がしっかりと立った。『東京電力柏崎刈羽原子力発電所の再稼働をさせない』という分かりやすい争点設定ができ、野党が組む大義が明確になった。その２つの点から補選をみると、両方とも不十分だったと思う」
　「『本気の共闘』という点でいえば、僕らは４野党の書記局長・幹事長会談で、民進党の野田佳彦幹事長から『野党候補を一本化をしてほしい。勝利のためにできる限りの協力をしてほしい』と要望を受けたので、共産党は候補者を降ろした。『できる限りの協力』の要望があったにもかかわらず、特に東京では党首クラスが街頭演説をやったのに民進党の候補者が来ない。どう考えても『できる限りの協力』ではないと率直に言わざるをえない。共闘の『旗』という点では、新潟の知事選に比べると、安全保障法制の問題など、率直にいって選挙の中で十分語られていないという印象を受けた」
　「連合との問題については、若干誤解がある。共産党は民進党に対し『連合と決別せよ』といっているわけでない。ただ、連合は、一部の幹部だとは思うが、『共産党と一線を画せ』と求めている。連合が８月２５日に出した第１１回中央執行委員会の『参院選のまとめ』という文書をみると『共産党とその支援団体と一線を画すことが大原則だ』と書いている。民進党は、この連合の方針に従うのか。それとも野党・市民との共闘の方向にいくのか。もちろん民進党が連合と縁を切ることができないことは百も承知している。若干そこが誤解されて伝わっていると思う」
　「『共産党とは縁を切れ』という連合の求めに従うのか。それとも野党の共闘をするんですか、ということが民進党は問われている。それが今回の補選の一連の動きの中でも、われわれが得た教訓だ」
　－－今回の補選で、野党統一候補を立てるにあたり、政策協定は結ばなかった
　「政策協定はないわけじゃない。要は４点。安全保障法制の廃止とアベノミクス格差の是正、沖縄の米軍基地問題や環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）など『安倍暴走政治』のストップ、安倍政権での憲法改悪に反対、国会に出した１５本の共同提案の法案。これが共闘の旗印ですねということは、４党の書記局長・幹事長間でも確認している。問題は、その確認した旗印がちゃんと立ったかということだ。選挙戦で、（民進党の）候補者の演説や、選挙での演説でも『旗』は立っていなかったのでないか。これは記者会見でも言及したし、民進党にも伝えた。政策協定はあったと思っている」
　「ただ、民進党は（共産党などから）推薦を受けなかった。これはね、共闘で戦う以上、お互いに推薦し合わなければ本気の共闘にならないわけだ。今回の補選はあくまで特例的、例外的な対応だ。これは最初からはっきり言っている。最初からわれわれは候補者を降ろしたわけだし…。本選挙（衆院選）はそういうわけにはいきませんよ」
　「本選挙にあたっては、政策をもっと明確にすること。特に新潟の選挙をみても、原発の問題は今までの確認の中に入っていないので、前向きな合意をつくる必要があるのでないか。相互に推薦し合う『相互協力・相互支援』という形でないとダメだ。政権構想についても、総選挙になれば問われてくるので前向きな合意が必要だ」
　「このなかで、今一番焦点になっているのが、相互に推薦して戦うことだ。こういう形を取れるかどうかが、補選の結果をみても問われてくると思う。これをやらないと勝てない。だって自民、公明両党は国家間の違いなどを乗り越え、固く結束して戦っている。やはり野党は、そこはきちんと結束しなければ…。新潟県知事選に勝利した米山隆一さんも『本気で共闘しているかは周囲に伝わる』といっている。新潟では、野党が互いに信頼していることが伝わったので効果を生んだのでないか」
－－民進党は共産党の票と保守票をダブルで欲しいと考え、立ち位置をあやふやにしている面があるのでは
　「やはり、旗を明確にすることで、むしろ保守の支持も広がると思う。ＴＰＰや原発再稼働などは、保守の皆さんもかなり危機感を持っている。新潟の選挙では『自分は自民党支持者だし、これからも選挙があれば自民党に入れるが、今度は米山だ』という保守の人がかなりいた。その理由として、『原発』『ＴＰＰ』だという声がかなり寄せられている。しっかり大義の旗を掲げること。これが保守層も含めて結集していく力になるのでないか。新潟では自民党支持層の３割以上が米山さんに入れたとの分析もある」
　「７月の参院選でも、改選１人区などはみんなそうだ。野党候補が勝利した東北や甲信越などでは、保守層の支持が来ている。『共産党と組むと保守層が逃げる』ということでなく、共産党と組んで旗をしっかり掲げることで、むしろ保守が信頼してくれる。共産党がいることは、逆に保守の“保証”のようになっているのでないか。ＴＰＰでも、ブレずに共産党が頑張っていると」
－－民進党は国の原子力規制委員会が安全を確認した場合、４０年の運転制限を厳格に守る条件などはあるが、原則原発の再稼働を認めている。連合は傘下に電力労連も抱えている。原発政策をめぐり、民進党と前向きな合意は難しいのでないか。共産党はどこまでの政策合意を求めるのか。
　「例えば、新潟県の泉田裕彦前知事は、福島の原発事故の総括なしに再稼働の議論はできないという言い方をした。これは原発推進派の人たちのことも考えた言い方だろう。事実上、そういうふうにすると原発の再稼働はできないわけだ。そういう知恵の出し方はある。例えば、『周辺自治体住民の合意がない再稼働はできない』とか『まともな避難計画のない再稼働はできない』など。今の実態をみると、まともな避難計画もない立地自治体が多い。要は原発のある県と自治体の合意だけで進むことになっている。そういう歯止めのかけ方については、議論の余地がある」
　「ただ、いろいろと支援団体のことを気にするのでなく、『原発再稼働反対』という世論が多数だということははっきりしている。そこに旗を立てないで戦っては勝てないのでないか。あの小泉純一郎元首相ですら『原発再稼働反対を争点にして戦ったらどうか』とおっしゃっているくらいだ。そこは踏み切る必要があるのでないか。民進党の人でも『原発を争点にすべきだ』とおっしゃっている人はいる」
産経新聞2016.11.4 07:53更新 
【共産党・小池晃書記局長インタビュー（２）】「民進と共産の比例得票は２対１だ」「衆院選で共産候補のベタ降りは絶対しない」
　共産党の小池晃書記局長のインタビュー詳報は以下の通り。
　－－７月の参院選で、３２の１人区で野党統一候補が実現した。次期衆院選も選挙区では野党間で候補者調整する準備はあるのか
　「そこはそうだと思う。ただ、参院選での１人区の対応は、われわれが候補者を降ろすことが基本だった。香川選挙区だけはうちの候補者を推していただいたが、他は全部降ろした。これは参院選の特徴による。比例代表は比例として戦える選挙制度だからできた。衆院選の場合は選挙区に候補者がいないと、ほとんどその県における選挙活動ができなくなる。だから、参院選のように共産党が“ベタ降り”することは絶対できない。一定数の候補者を立てないと選挙にならない」
　「われわれが提案しているのは、直近の国政選挙の比例代表の得票に応じ、各野党がそれぞれ候補を立て合い、それぞれ推薦するという方式だ。これが一番合理的でないか」
　－－直近とは７月の参院選か
　「そうだ。民進党と共産党の比例代表の得票数を比べると、ほぼ民進２対共産１の割合だ。もちろん全部の選挙区（での住み分け）はできないと思う。でも、例えば民進党が野党統一候補を１０人立てるのなら、うちは５人とか、社民党は何人とか」
　「ただ、これは条件でなく、あくまでわれわれの提案。逆に共闘で絶対必要だと思っているのは、どうなったとしても互いに推薦するとだ。だから共産党候補で一本化したところは、他の野党が候補者を推薦する。民進党候補で一本化したところは、僕らも含め推薦するという形でないと勝てない。本気の共闘にならない」
　－－民進党は、共産色を薄めた「カムフラージュ協力」を模索しているのでないか
　「それはダメだ。それをやったら今度の補選のように勝てない。民進党には、そうかなり強くいっているし、これからもいっていかなければならない」
　－－次期衆院選の候補を早く決めて活動していかないとならないのでないか
　「それはそう。とにかくうちは、（衆院選挙区で）原則全部候補を立てるということで、今はしゃかりきに擁立作業をしている。党の立てつつ、野党間の交渉もするということだ」
　－－候補者調整を終える時期のメドは
　「一刻も早くということだ。うちはうちとして候補者を立てる作業をどんどんしながら、別のトラックでは野党間の交渉を始めると。ただ、交渉を始めるにあたっても補選の総括をきちっとやる必要がある。それを４党書記局長・幹事長間できちっと議論する」
　－－民進党の蓮舫代表は「綱領や政策の違うところと政権は目指せない」と語っている
　「綱領・基本政策・理念が一致するということは、それは同一の政党になるわけでね。われわれが求めているのは『政党の合同』ではない。『選挙協力』ですからね。民進党の野田佳彦幹事長は以前、『血液型が違う人は輸血したら死んじゃう』と話したことがある。別にわれわれは『輸血しよう』といっているわけじゃなく『手をつなごう』といっているだけだ。別に血液型がＡ型とＢ型の人が手を握ったって死にはしない」
　「だからやっぱり基本政策…　例えば将来的ないろんな国のあり方について違いがあったとしても、今の政治課題の基本的な大事な部分で一致できれば選挙協力できるじゃないかと。綱領・政策・理念が一致しないと一緒にやれないというのは、政党の合同と政党の共闘を混同した議論ではないか」
　－－民進党は「蓮舫・野田体制」になって変わったと感じるか
　「最終的なライン…　つまり、今までの党首間の合意を守るとは繰り返し言っているから、僕らはそこは信用している。ただ、補選の対応はいかがなものかと思っているので、そこは総括が必要だ」
　－－参院選では４項目の共通政策を掲げた。次期衆院選でも同じようなテーマでの合意が必要か
　「いや、もっと豊かなものにしないといけない。原発政策に関する前向きな合意も必要になってくる。また、政府が提出した『年金カット法案』（年金制度改革関連法案）の問題では、かなり政策的に一致している。働き方改革に関しても、長時間労働の是正や労働基準法の、残業時間の上限規制などは、かなりはっきりとした政策的な合意ができると思う。焦点になっている政治課題では、いろいろな合意ができると思う。広がっていくと思う。だからもっと豊かな、もっと国民の皆さんにイメージを持ってもらえるような共通政策づくりをぜひやっていきたい」
　－－参院選で確認した４項目の共通政策はそのままか
　「それはもう動かないだろう。その上にさらに発展させていくというふうにしたい」
産経新聞2016.11.4 07:56更新 
【共産党・小池晃書記局長インタビュー（３）】「相互信頼がないと『本気の野党共闘』はできない」「１＋１＝２じゃなく３にも４にも」
　共産党の小池晃書記局長のインタビュー詳報は以下の通り。
　－－７月の参院選では「安倍晋三政権下での憲法改正阻止」との合意があり、共産党は民進党の蓮舫代表などとの野党４党首会談でも確認しているというが、実際はあやふやではないか
　「いや、そこは党首間で合意したことだ。衆院憲法審査会の議論についてはいろいろある。議論することそのものは否定しないというスタンスもあるのかもしれない。ただ、それで憲法改正を認めるということではない。今のところ憲法の問題ではっきりしているのは、自民党の改憲草案は絶対認められないという点で、民進党と共産党は完全に一致している。そこはあまり心配していない。だから安倍政権のもとでの改憲反対という合意はいささかも揺らいでいないと思っている」
　－－民進党の野田佳彦幹事長は衆院本会議の代表質問で、自民党の改正草案の撤回を求める一方、改憲の可能性は否定しなかった。子供のためには変えるというスタンスを表明した
　「政党間で、いろんな政策的な違いがあるのは当然だ。将来的には改憲が必要だという人が民進党にいることも分かっている。それが共闘の障害にはならない。それは日米安全保障条約の問題でもそうだ。自衛隊の問題だってそうだ。そこは違いがある。違うから別の政党をやっている。何でもないのだ」
　－－民進党内でも「共闘しないと衆院選挙区で勝てない」という声は多い
　「それはそうでしょう。だって実際、選挙結果を見れば一目瞭然だ。野党が１人に候補を絞れば、自民党を上回る選挙区はたくさんある。それから相乗効果という部分がある。今回の参院選１人区でも、接戦になったところは野党が競り勝っている。勝ったところは軒並み投票率が上がっている。今までは『自民党が強いから勝てないだろう』と投票所に足を運ばない人がいただろう。でも、野党統一候補になったことで『一票を投じれば勝てるかもしれない』『自分の一票が生きるかもしれない』という思いが広がったと思う」
　「１＋１＝２じゃなくて、３、４になるという効果は出てくる。それをみんな分かっているから、民進党の人は。特に競っている選挙区でやっている人はそういうふうにしたいというね。そういった人からとにかく共闘したい、共闘したいという声はいっぱい来る」
　－－民進党執行部はどう判断するか
　「執行部も分かってますよ。ただ、連合から『共産党とは一線を画せ』というような働きかけがあるのをどうするのか。そういう路線ではなく、野党共闘して勝つという方向にカジを切ることができるのかどうかが今、問われている」
－－相手を信頼できないと本気の共闘はできないか
　「その通り。リスペクトというかね。相手を尊重し、信用し、信頼し、というのがないと、やっぱりそれは迫力も出ないしね。まわりに本気でやろうとしているのが伝わらないと選挙は勝てない」
　「実際に選挙をやると、僕らもある意味じゃ、普段そんなにお付き合いないわけですよ。いろんな地域で民進党の皆さんとね。共産党の人たちって、こういう言い方を僕がするのもちょっとあれなんだけど、真面目なんだよね。一生懸命ビラをまくし、ポスター必死で貼りまくるし、スピーカーを出せない所ではメガホンを使って『何々さん』って訴える。そういう姿を実際に見て、一緒に仕事すると変わるんだよね」
　「だから、今度の参院選も、最初いろいろとぎくしゃくしていた所も、選挙を戦う中で非常に信頼関係が生まれていった。共産党の人たちが必死で応援してくれたということで、最後、本当に気持ちのいい関係にどんどん変わっていく。１人区で勝ったところはどこでもそんな経験をしている。実際にやってみることが大事だ。与党の選挙協力もそうなんじゃないですか。最初はいろいろぎくしゃくしていたのも一緒にやる中で…。それも今、野党の中で問われているんだと思う」
産経新聞2016.11.4 07:56更新 
【共産党・小池晃書記局長インタビュー（４）】「天皇制廃止は現実の政治課題にならない」「国会開会式にでなかった理由は……」
　共産党の小池晃書記局長のインタビュー詳報は以下の通り。
　－－共産党綱領について確認させてほしい。天皇制と自衛隊について。天皇制をめぐっては、去年から（天皇陛下がご臨席する）開会式にも出るようになって対応が変わってきたように思うが
　「天皇制は憲法上の制度だ。私たちは今の憲法、日本国憲法のすべての条項を守る立場。特に平和的、民主的条項の完全実施を目指すのが党綱領の明確なわれわれの方針だ。要するに憲法を守るんだから天皇制を守っていくというのが基本的な立場」
　「開会式に出ることとそれとは直接的な関係はないんだけれど、われわれが開会式に出席してこなかった理由は２つある。１つは式の形態が戦前と全く同じで、天皇が国民、国会議員に対してお言葉を賜るという…　あっ、『天皇』というと『呼び捨てだ』といわれることがあるんだけど、『天皇』というのはひとつの尊称だとわれわれは思っているので、そういう意味で使っている。なんで『陛下』ってつけないんだといわれるけど、その方がより丁寧なのかもしれないが、『天皇』で十分尊重した言い方だと思っている」
　「それで、形態が戦前の開会式と同じだったということと、より重大だったと思っていたのは、特に昭和天皇のときにそうだったが、お言葉の中身に、かなり時の政治問題が入っていた。サンフランシスコ講和条約を結ぶことを支持するとかね。やはり『国政に関する権能を有しない』という憲法上の規定から見て問題があるお言葉の中身だった。それがほとんど最近は全くなくなり、ほぼ定式化した。毎回、大体同じご挨拶になってきている。この間ずっとウオッチもしてきて、もう大丈夫だろうということで開会式に出た」
　「僕もテレビ討論に出ると『共産党は天皇制を認めていないから開会式に出ないんでしょ』といわれることがあった。天皇制を認めていないから出ないというのではない。天皇制については、われわれは憲法の規定通り認めるという立場できている。開会式は、形態自体に問題があったということだ」
　「それで、将来も…、何というか、ごくごく先の話ですよね。極めてね。要するに、ひとりの家系が日本の象徴であり続けるという制度が未来永劫続くのかどうかということは、それは国民の総意で将来は考えようじゃないかということだけど、今は国民の中で天皇制をなくすべきだという世論があるわけでもない。だから現実の政治課題に全くならないと思っている」
　－－自衛隊の存在についてはどうか
　「自衛隊は憲法９条をみれば、これはどう考えたって軍隊を持たないとなっている。自衛隊というのはどう見たって明確な軍隊なわけだから、やっぱりこれは明らかに憲法違反存在なんだろうなとは思う。今の憲法というのは、あの戦争の直後に痛苦の経験から二度と戦争しないと、軍隊によらない国づくりをやるんだということを目指して作られた。その点でいえば、憲法９条に照らして自衛隊は相いれないない存在であることは間違いない」
　「ただ、今、例えば北朝鮮がああいうミサイルの発射を続ける。核開発を続ける。中国も南シナ海や東シナ海で非常に覇権主義的な動きを強めている。じゃあ、今『自衛隊をなくせますか』といえば圧倒的多数の国民が『なくせない』というでしょう」
　「でも、われわれは、やっぱり憲法９条が掲げた『軍隊のよらない国づくり』という理想は追い求めるべきだと思っているし、その努力は続ける。もちろんかなり時間はかかると思いますよ。でも北東アジアに本当に平和的な環境をつくることができれば（という条件だ）」
　「自衛隊は、被災者救援で頑張っているという姿が国民には支持されている。そういう自衛隊を南スーダンのような内戦状態の国に送り、戦死者を出すようなことを許していいんですか、ということが現実には問われている。そこを安倍晋三首相は、争点をそらそうとして『共産党は自衛隊、熊本で頑張っている自衛隊を廃止する』というが、それが今問われているわけではない。それをそうしろとわれわれもいっているわけではない」
　「南スーダンなんて日本の安全と全く関係のない地域ではないか。もう欧米諸国だって南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）から実戦部隊が撤退している中、なんで日本が行くんですか。そこで武器使用拡大する。そんなことは許されない」
　－－日本を取り巻く安全保障環境をみれば、中国や北朝鮮の軍事情勢があるなかで、自衛隊をなくすのかという話がでてくる
　「中国に関していうと、かなり変質してきているというのがわれわれの率直的な見方だ。核兵器の問題でも『核兵器廃絶』という立場をかつてはかなり主張していたが、今は米、英、ロシア、フランスなどと核保有国の一員として『核兵器の廃絶を将来の課題にする』と言い出している。かなり変質してきている。東シナ海、南シナ海、尖閣諸島（沖縄県石垣市）に中国の船が入ってくる。中国の公船が日本の領海に侵入するということがエスカレートしている。尖閣は日本の領土で、実効支配しているところだ。そこに力をもって現状変更を迫るというのは絶対許されることではない。東・南シナ海でも、中国の行動は、国際法の原則に反してでも、自国の利益を第一に追求するという態度になってきている。かなり大国主義、覇権主義的な傾向が強まってる。そこは、先日の第６回中央委員会総会でもかなり厳しく批判している」
産経新聞2016.11.4 07:59更新 
【共産党・小池晃書記局長インタビュー（５完）】「千島全島返還が筋」「安倍首相の新しいアプローチは非常に危険だ」「党綱領は…」
　共産党の小池晃書記局長のインタビュー詳報は以下の通り。
　－－日露の北方領土交渉をめぐり、菅義偉官房長官に「全千島列島返還」を求めるよう提案した
　「第二次世界大戦で、連合国の大原則は『領土不拡大』だった。戦争によって奪った土地以外は返すことが原則だったが、それに反して、千島列島（の移譲を）ヤルタ会談でソ連のスターリンが要求した。米英が応じてしまい、ヤルタ協定に書き込まれた。これがことの発端だ。これは明らかに領土不拡大の原則に反する。サンフランシスコ講和条約でも『千島列島の放棄』が入れられた。これはヤルタ協定の延長線上にある。ここに根本的な誤りがある。当時のソ連のスターリンの不当な国際法違反に屈してしまったら、根本的な誤りのところからたださないと、道理ある領土交渉にならない」
　「今、非常に危険だと思ってるのは、安倍晋三首相が日露交渉で『新しいアプローチ』といっていることだ。報道されている中身でいうと、歯舞群島と色丹島の２島先行返還で日露平和条約を結ぶと。先行返還はあり得ることだ。というのは、歯舞群島、色丹島というのは、千島ではない。北海道の一部だ。サンフランシスコ講和条約で放棄した千島列島に入らない。これはもうすぐさま返すべきところ。『北海道だから返せ』というのは道理ある議論だ」
　「ただ、日露平和条約をそこで結ぶと、国境線を画定してしまうことになる。そんなことをしたら、政府がいう、国後、択捉両島の返還も永遠になし、ということになる。こういったことは絶対やっちゃいけない。先行返還はあり得るが、その場合は中間的な条約にすべきだ」
　「この間の領土交渉がなぜうまくいかないか。サンフランシスコ講和条約で日本は千島列島を放棄したが、そのとき日本政府は『南千島も千島、国後択捉も千島』といっている。にもかかわらず、途中から『国後択捉は南千島ではない。だから、返してくれ』といい出した。これでは、まったく国際法上も根拠のない議論になる。中途半端なことをいっているから、かつてのソ連、ロシアと交渉がうまく進まない。かつてのソ連が犯した誤りを正面から批判して『全千島の返還』。これが筋なんだ。千島は別に戦争で奪った土地ではないのだから、そこは返しなさないと。平和的に日本に編入された領土だったんだから、返せと」
　「領土交渉の結論として、どうなるかはいろいろあるだろう。ただ、やっぱりそういう立場で交渉しないとならない。今みたいな、南千島は千島ではないという道理の立たない議論をしていたら、解決しないですよ。それが日露領土交渉の６０年間の膠着の原因じゃないか。要するに、戦後処理の不公正だ。これをただすという立場をしっかり取ることが大切だ」
　「そんなことをいうと、『サンフランシスコ講和条約を変えるのは無理だ』といわれる。これは廃棄でなく無効化するとか、いろいろなことができる。沖縄の問題もサンフランシスコ講和条約で規定されおり、施政権の問題もあったが、廃棄の手続きは取られずに、現実に沖縄は日本に復帰した。『ここは不動のものなのだ』ということをあきらめるのではなく」
　「ソ連の千島の領有には、国際的な道理はない。戦後処理の問題でいったら、バルト三国やポーランドの一部などは、かなり返還されてきている。かつてのソ連の不当に拡大した領土、スターリン時代の不当な領土拡大で残っているのは千島だけだ。ここはやはり、正面からやる。そういう筋の通った交渉をやることで、結果として、どこまでかえってくるかとか、それはいろいろあると思う。やっぱり、ある意味正面から道理ある主張で交渉することが、正しい解決になる」
－－今の安倍首相の姿勢はどうみえるか
　「ロシアってのは、非常に覇権主義的なものすごい国だ。クリミアを併合する際には、プーチン大統領は核兵器を使う可能性も口にした。やっぱり大国主義的、覇権主義的な性格を持った国だ。日本も、生半可な姿勢では交渉はできないと思う。よほど腰を据え、腹を据え、歴史的なことも踏まえた、正面から、かなり激しい厳しい交渉をしなければ解決しないと。中途半端な気持ちで、国民の歓心を買おうとして、結論を出そうなんてことをやったらとんでもない。未来に向けて日本の国益を損なうようなことになりかねない。大変心配する」
－－今の共産党綱領は変えるつもりはないのか
　「綱領を未来永劫変えないというつもりはない。いろいろな状況の中で、議論が熟してきたらば…、ということはあると思う。（来年１月の）次の党大会ではそういったことは…。まあ、われわれ綱領を変えるときは、何カ月もかけて党内議論をする。来年の党大会に向け、綱領改定なんてあり得ないが、（将来）新たな情勢に即して変えるべきところは変えることになると思う。ただ、今は現実に、どこをどう変えるか、そういう議論は全くしていない」
　－－野党共闘路線にカジを切る以上、綱領は変えなくていいのか
　「それはないでしょ。野党共闘路線と綱領は関係ない。野党共闘路線は、綱領で一致することを求めているわけでもないし、綱領を野党共闘にあわせて変える、という性格のものでもない。われわれも綱領を変えるとすれば、現実に起こっている国際政治、日本の政治に起こっている現象と綱領との間で調整すべき点が生まれてくれば、それは変える。野党共闘のために綱領をいじくるという、綱領というのはそういう性格のものでない」
　「やっぱり、野党の共闘は、結構いろいろ、それぞれとんがって、ゴツゴツしていいんですよ。ゴツゴツゴツゴツしていた野党が共通できる１点、１点じゃないかもしれないな。３点か、４点か、５点か知らないが、現実政治の課題で、共闘すればいい。そのために、それぞれの政党の特色やキャラクターをおさえて、殺してしまえば、逆に国民からみれば魅力がなくなるんじゃないか」
　－－野党の候補者調整をめぐっては、共産党は各都道府県の選挙区に１人出馬し、あとは全部民進党の候補に統一するという案もあると聞いたが…
　「そんなことない。ただ、少なくとも各県１人は絶対に立たないと選挙にならない。逆に、１人でいいなんてことはない。たくさん選挙区がある地域もある。ひとつでいいなんて、われわれは思っていない。かなり共産党の候補者を立てないと、総選挙は戦いにならないことは分かっている」
　－－政務活動費をめぐり、「白紙領収書」を悪用した共産党の大阪府議が辞職した
　「本当に国民の信頼、期待を裏切ることで、非常に許されない行為だと思うし、私もおわびしなきゃいけない。党の議員がこういうことをやったことについては。議員も辞職し、ケジメをつけた」
しんぶん赤旗2016年11月3日(木)

本気の共闘で世論変えられる　小池書記局長　学生主催講演会に出席　明治学院大学

　日本共産党の小池晃書記局長は２日、明治学院大学法学部政治学科の学生主催の政治講演会に出席し、野党の在り方などについて学生の質問に答えながら、他の野党議員と討論しました。民進党の前原誠司衆院議員と日本維新の会の足立康史衆院議員も参加しました。

　冒頭、学内アンケートの結果として、９割の学生が政治の変化を求めながら、そのうち支持政党なしが最多で、野党に支持が集まっていないことが紹介されました。
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（写真）学生から質問を受ける（左から）足立、小池、前原の各氏＝２日、東京都港区


　小池氏は、１０月の新潟県知事選で野党と市民の統一候補の米山隆一氏が柏崎刈羽原発再稼働反対を掲げて勝利したことを紹介。「政治をこう変えるという『大義の旗』を立て、一緒に頑張ってたたかうという『本気の共闘関係』になれば、（世論を）変えることができるのではないか」と語りました。

　学生からは、「日本や自分の将来に期待が持てない」などの声が出されました。前原氏は、経済成長を目指すと「企業のもうけのために人間を（将棋の）駒のように使う国をつくることになる」として、「成長は目的としない」と発言。老後や結婚などへの不安を取り除き、一人ひとりを幸せにすることで、結果として成長できると述べました。

　小池氏は、「前原さんのいったことにはかなり共感する」と発言。「貧困と格差の拡大のなかで、完全に成長がストップしている。ここを転換することで、この間、日本以外の先進国が続けてきたレベルの成長なら実現できるし、税収も増えてくる」と主張しました。

　その上で、税金の集め方は応能負担の原則へと見直し、税金の使い方でも社会保障や教育、子育てを重視し、労働も非正規雇用から正規雇用へと移行させるほか、地域経済や農業を支援し、原発から自然エネルギーへ転換する政策などを示し、「野党間でもっとビジョンを練り上げ、パッケージとしてしっかり示す必要がある」と強調しました。

　小池氏は、国民の立場で政府と厳しく対決し追及するのが野党の一番の仕事だとした上で、「それにとどまらず、追及と同時に対案を示すことが必要だ」と指摘。「一つひとつの政策について“われわれだったらこうする”という対案を示すよう心がけているし、これからもそういう立場で臨んでいきたい」と表明しました。

小沢氏、統一名簿受け入れを要請　民進・野田幹事長に

共同通信2016/11/4 20:06

　自由党の小沢一郎共同代表が、民進党の野田佳彦幹事長と10月29日と今月2日に行った一連の会談で、次期衆院選での共闘に関し、比例代表で野党が統一名簿をつくる「オリーブの木」構想の受け入れを求めていたことが分かった。関係者が4日、明らかにした。

　同構想は小沢氏の持論で、民進、自由、社民の3党による名簿作成を目指している。社民党は前向きのため、民進党の対応が焦点になる。「犬猿の仲」とされた小沢、野田両氏が立て続けに会談したため、協議内容に関心が集まっていた。

　関係者によると両氏は会談で「オリーブの木」構想について議論。小沢氏は反与党票の受け皿になると説明した。

野党候補の調整、加速で一致　野田氏と小沢氏
朝日新聞デジタル松井望美、関根慎一2016年11月3日01時09分
　民進党の野田佳彦幹事長は２日夜、東京都内で自由党の小沢一郎代表と再び会談し、次期衆院選に向けて選挙区のすみ分けなど、野党候補の調整を急ぐことで一致した。野田氏は自由、社民両党との調整を急ぎ、その後に共産党とも協議する考えを示した。
　会談後、両者は別々に記者団に対応。野田氏は「自由党とはしっかりすみ分けを含めて協力の協議を加速する」と、実務者協議を急ぐ考えを示した。小沢氏も「安倍政権打倒のために候補者調整を加速し、折に触れまた一緒に一杯やろうと話した」と関係改善をアピールした。小沢氏はこれまで、共産党との共闘に否定的な連合や民進執行部の定まらない選挙対応を批判。連合との関係含めて民進が次期衆院選の共闘にどう臨むのか確認のための幹事長・書記局長会談を共産、社民両党と共に求めていた。
　野田氏は「用件はなくても会って小沢氏と様々な議論をしていきたい」と話し、候補者調整は「自由、社民とは特に加速しなければならない。そのうえで共産党とも一生懸命やりたい」と、分けて対応する考えを示した。小沢氏は、連合や共産党については「特別話すことでもない」と会談で触れなかったと明かした。これまで４野党全体で調整してきたやり方が変わる可能性がある。
　野田氏は、１日夜には支持母体の連合の神津里季生会長とも会談。出席者は「お互い色々なものをはき出した」と関係修復を強調。連合幹部は「関係は良好だ」と自信を見せた。（松井望美、関根慎一）
野田氏と小沢氏が会談 選挙協力に向け協議加速で一致
ＮＨＫ11月3日 6時38分
民進党の野田幹事長と自由党の小沢代表が、２日夜、東京都内で会談し、早期の衆議院の解散・総選挙もあり得るとして、選挙区での候補者調整など選挙協力に向けた協議を加速させることで一致しました。
民進党の野田幹事長と自由党の小沢代表は、先月２９日に会談したのに続いて、２日夜、東京都内で食事を取りながら２時間余り２人だけで会談しました。
この中で野田氏が、「国会でのＴＰＰ協定をめぐる審議も含め緊密な連携が必要になる」と協力を求めたのに対し、小沢氏も「力を合わせて安倍政権を打倒する必要がある」と応じました。
そして、野田・小沢両氏は、早期の衆議院の解散・総選挙もあり得るとして、選挙区での候補者調整など選挙協力に向けた協議を加速させることで一致しました。
両氏をめぐっては、民主党時代の野田政権で、消費税率の引き上げをめぐって対立し、小沢氏らが集団で党を離れた経緯などから、これまで溝があるとされてきました。
会合のあと野田氏は記者団に対し、「いちばん遠くて冷たい存在と言われているわれわれが緊密に対話していくことが大事だ。自由党と社民党との協議は、特に加速させないといけない」と述べました。
また、小沢氏は「過去のいきさつをごちゃごちゃ言っていては、未来は築けない。過去の事実は、事実としてきちんと認識しつつ、将来に向かって力を合わせていく」と述べました。
民主党時代に消費税率の引き上げをめぐって対立した野田・小沢両氏が関係の修復を図ったことは、今後の野党連携の在り方に影響を与えることも予想されます。
産経新聞2016.11.4 22:30更新 
自由・小沢一郎代表、民進・野田佳彦幹事長と４年４カ月ぶりの和解　双方が抱える厳しい懐事情

民主党政権時代、記名採決に臨む小沢一郎氏と閣僚席で見守る野田佳彦首相（当時）。この後、消費税増税をめぐり民主党を飛び出した小沢氏と野田氏の間の確執は、本当に解消されたのか＝平成２４年３月８日、衆院本会議場（酒巻俊介撮影） 
　民進党の野田佳彦幹事長と自由党の小沢一郎代表が急接近している。両氏には旧民主党の野田政権時代、消費税増税をめぐって激しく対立し、小沢氏が党を飛び出して政権崩壊につながった過去がある。１０月下旬から２度会談し、４年４カ月ぶりの和解をアピールするのは早期の次期衆院選を視野に野党共闘を加速させるのが狙いだが、裏を返せば互いに厳しい事情を抱える現実がある。
　野田氏「先輩幹事長として、いろいろ教えていただきたいことがあります」
　小沢氏「もし私でお役にたてることであれば、何なりとお話ししますよ」
　１０月２９日夜、国会近くのホテル内の日本料理店で、野田氏と小沢氏が久々に顔を合わせた。
　仲介したのは、小沢氏に近い民進党の鈴木克昌衆院議員だ。鈴木氏は１０月２４日、野田氏に面会して会談を持ちかけた。野田氏はその場で承諾し、鈴木氏も小沢氏にすぐに報告した。
　「えー、野田くんが俺に会うのか？」
　小沢氏は驚きの声を上げたが、最終的に「恩讐を超えてお目にかかろう」と受諾したという。
　２９日の会談では、当初は緊張した雰囲気だったが、野田氏が教えを請う姿勢を見せてからは酒も進んだ。両氏は安倍晋三政権を倒すために連携する重要性を確認し、上機嫌の小沢氏が「酒がうまいな、うまいな」と笑顔を見せた。野田氏もその場で「表で再会談をやりましょう」と提案し、１１月２日に２度目の会談が行われた。
　２日の会談は、両氏が報道陣の取材に応じ、選挙協力を加速させることで一致したと「発信」。さらに、この日は「恩讐を乗り越えた」として盛んにアピールしたが、次期衆院選を控えて苦しい立場に置かれているのは同じだ。
　野田氏は９月の党役員人事で幹事長を引き受けたが、旧民主党が政権を失った「戦犯」のイメージが強く、求心力は低い。先月の新潟県知事選や衆院東京１０区、福岡６区の両補欠選挙では、中途半端な対応に支持団体の連合や共産党との関係を悪化させ、双方から厳しい批判を浴びた。
　苦しいときに持ち上がったのが小沢氏との会談だった。小沢氏側近は「野田氏には渡りに船だったはず」と指摘。小沢氏は共産党の志位和夫委員長と太いパイプがあり、野田氏がこれに頼った面もある。党中堅は「普段の言動からすると、野田氏は相当我慢して会っているはず」と語る。
　展望が開けないのは小沢氏も同じだ。保守票の取り込みを意識して先月、党名を「自由党」に変更したが、５人の現職議員でぎりぎり政党要件を満たすにすぎない。次期衆院選で党勢を拡大できる見通しはなく、民進党との連携や、最終的には「合併」に活路を見いだすしかなさそうだ。
　ただ、「壊し屋」の異名を持つ小沢氏を民進党が受け入れる機運は皆無に近い。民進党内には小沢氏に近い議員も多いが、「復党すれば『いつか来た道』に必ず戻る」（閣僚経験者）と警戒感の方が勝っている。（山本雄史）
民進の「２０３０年代原発ゼロ」、小泉元首相がダメ出し
朝日新聞デジタル関根慎一2016年11月4日18時22分
　小泉純一郎元首相が４日、新潟市で講演し、共産、社民、自由の３野党が推薦した米山隆一・新潟県知事の当選について「野党が一本化し、原発ゼロを争点にしたら与党は負けると分かった。この影響はあまり表面に出てきていないが大きい」と、国政選挙に影響するとの見方を示した。

（右から）米山隆一・新潟県知事、小泉純一郎元首相、篠田昭・新潟市長＝新潟市中央区、田中恭太撮影
　講演後、記者団には「野党がこれに気づけば、自民党も安閑とはできない。野党が変わると自民党も変わらざるを得なくなる」と述べた。支持母体の連合に配慮して原発政策を明確に主張できない民進党については、「電力関係、原発推進の労組票は５０万もない。５００万、５千万の票をどうして獲得しようと思わないのか」と話した。
　民進が掲げる「２０３０年代原発ゼロ」も「公約は分かりやすく短く言わなければダメ。３０年代ゼロにする？　今認める？　わかりにくい。今ゼロを宣言した方が国民も企業も、準備しやすい」と注文を付けた。（関根慎一）
産経新聞2016.11.4 19:15更新 
小泉純一郎元首相、原発ゼロで結束呼びかけ

講演する小泉純一郎元首相＝４日、新潟市中央区のりゅーとぴあ新潟市民芸術文化会館（臼井慎太郎撮影） 
　小泉純一郎元首相は４日、新潟市中央区のりゅーとぴあ新潟市民芸術文化会館で開かれたシンポジウムで講演し、原発に頼らないエネルギー政策に転換する必要性を訴えた。その上で「原発ゼロ」の実現に向け、地域から脱原発の世論を起こすよう求めた。
　小泉氏は次期衆院選を見据え「野党が候補を一本化し原発ゼロを争点にしたら与党が負ける」と指摘。会場に駆けつけた新潟県の米山隆一知事と新潟市の篠田昭市長に「結束してがんばってほしい」とエールを送った。
　シンポジウムは、自然エネルギーの普及を目指す同市の「おらってにいがた市民エネルギー協議会」が開催。同協議会によると約８００人が集まった。
産経新聞2016.11.4 18:13更新 
【小泉純一郎元首相講演詳報】次期衆院選「原発ゼロ争点で与党負ける」
　小泉純一郎元首相は４日、新潟市のりゅーとぴあ新潟市民芸術文化会館で開かれた市民団体主催のシンポジウムで「日本の歩むべき道」をテーマに講演した。詳報は次の通り。
　まさか米山（隆一）さんが（新潟県）知事選に当選するとは思わなかった。選挙が始まる直前まで、自民党と公明党と連合が応援する候補者でないと勝てないという見方が中央政界で圧倒的だったんですよ。鹿児島県では現職を新人の三反園（訓）さんが破り、保守系が強い新潟でもパッと出た米山さんが勝った。
　米山さんへの批判と同じように、（私も）首相を辞めたとたんに「原発ゼロは無責任」と言われたが、福島第１原発事故の現実を見て変わった。米山さんは、この決意をしっかりと胸に秘め、新潟から原発政策を変えるんだ、原発ゼロにするんだという主張を強めてほしい。（次期衆院選への）影響は大きく、野党が候補を一本化し、原発ゼロを争点にしたら、与党は負けますよ。
　（高レベル放射性廃棄物の最終処分場の建設が進む）フィンランドの「オンカロ」を視察した。岩盤でできた島の地下約４００メートルに埋設するところで、２キロ四方の広場を作って廃棄物を埋め、１０万年近く人の体に触れずに保管しなければならない。原発２基分の核のゴミしか埋める容量はない。他の国で受け入れるのは不可能だ。
　福島の事故による放射能の飛散で、厚木基地と横須賀基地の米軍の家族が避難し、東京駐在の外国の大使館職員も本国に帰った。私は横須賀市にいたが、そんな情報は全然なかった。「多少のリスクがあっても利益を優先しないと科学技術は進歩しない」という声が一部にあるが、原発事故は飛行機や車の事故とは訳が違う。何千年にわたってこれから核のごみを管理していかないといけない。原発は絶対に事故を起こしてはいけない産業だというのが分かってきた。
　事故前に稼働していた原発は５４基だった。今はたった２基しか稼働していないのに、全国で電力が足りずに停電になったところは一つもない。太陽光はコストが下がり、原発はコストがかかる。にもかかわらず原発は必要なのか。原発の会社はどれ一つも核のごみ処分場を見つけられないのに、なぜ政府は原発の会社を認めるのか。政府はこんな当たり前のことがどうして分からないのか不思議でしようがない。政府は「日本の原発に対する安全基準は世界一厳しい」と言っているが、米国と比べれば日本の基準は甘いとすぐ分かる。
　原発で処分しなければならないさまざまな物質は、まだ生まれていない子供たちも負担しなければならなくなる。今は自然エネルギーに変えようと、実現に向けて日本は着実に動いている。原発に依存していた国から、自然環境と共存した生活にしていく時期だととらえ、原発ゼロにしていかないといけない。
　米山知事は、新潟がこれから日本のエネルギー政策を変えるのだという意欲を持っている。篠田（昭・新潟）市長ともども結束してがんばってほしい。
小泉元首相 新潟県知事に原発ゼロを期待
ＮＨＫ11月4日 20時11分
小泉元総理大臣は新潟市で講演し、先の新潟県知事選挙で原発の再稼働に慎重な姿勢を示して米山隆一知事が当選したことについて、「野党が候補者を一本化し原発ゼロを争点にすれば与党が負ける」と指摘するとともに、米山知事の今後の取り組みに期待を示しました。
小泉元総理大臣は、自然エネルギーを推進する新潟市の市民団体が開いた会合で講演しました。
この中で小泉氏は、政府のエネルギー政策に関連して「原発は何千年にもわたって、核のゴミを管理し続けなければならないのに、核の処分場を見つけられない今、政府はなぜ原発を認めるのか。当たり前のことを、政府がわからないのが不思議だ」と述べました。そのうえで小泉氏は、先の新潟県知事選挙で、原発の再稼働に慎重な姿勢を示して米山隆一知事が当選したことについて、「野党が候補者を一本化し、原発ゼロを争点にすれば、与党が負けることがわかった。米山氏当選の影響は大きく、新潟から原発をゼロにする動きを強めてもらいたい」と述べ、期待を示しました。
講演のあと、小泉氏は記者団に対し、「原発ゼロは、政治の世界で決めたほうが早い。やればできることは、現在、原発が動いていない現実が証明しており、議員も気付くべきだ」と述べました。また、米山知事も同じ会合で、「再稼働をめぐる検証や、電力業界、国との話し合いを始めていて、非常にタフな交渉になると思うが乗り切らなければならない」と述べました。
次期衆院選 　自民、調整難航…「０増６減」で現職重複
毎日新聞2016年11月4日 08時31分(最終更新 11月4日 13時12分)
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自民党の野田毅元自治相（左）と園田博之元幹事長代理＝２０１５年撮影
　自民党は、先月発表された２０１５年簡易国勢調査の確定値で小選挙区が「０増６減」される対象６県が固まったことを受け、次期衆院選に向けた候補者調整を具体化させる。前回１４年衆院選で全小選挙区で勝利した青森、熊本両県など、多くの現職議員を抱えており難航は避けられない。 
　０増６減では青森（定数４）、岩手（同４）、三重（同５）、奈良（同４）、熊本（同５）、鹿児島（同５）の６県で定数が各１減となる。自民党は前回衆院選で６県の全２７小選挙区のうち２０選挙区で勝利した。 
　現職の１人を比例代表に転出させるのが基本方針だが、調整は容易ではない。５選挙区すべてを自民党で占めた熊本では、２区は当選１５回の野田毅元自治相（７５）、４区は昨年１０月に復党したばかりの当選１０回、園田博之元幹事長代理（７４）の両ベテランが現職で、いずれも引退予定はない。 
　党の内規では、衆院選の小選挙区に定年制はないが、比例代表の場合は公認時に７３歳未満の候補に限定している。野田、園田両氏の比例転出は難しく、同県関係者は「定年延長の特例措置を党本部に求めるか、他の３人の誰かが回るしかない」と頭を悩ませる。【水脇友輔】
次期衆院選 　共産「１７選挙区一本化を」
毎日新聞2016年11月4日 08時30分(最終更新 11月4日 08時30分)
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共産が「必勝区」と位置づける衆院小選挙区の民進、共産の擁立状況
　共産党は３日までに、次期衆院選の小選挙区で議席獲得を目指す「必勝区」の原案を策定し、民進党に提示した。共産現職の地元を中心とした１７選挙区で共産候補へ一本化するよう求めた。このうち１０選挙区は既に民進が公認候補を内定済みで、事実上、候補取り下げの要求となる。【朝日弘行】 
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次期衆院選の選挙協力を巡るスタンス
民進に取り下げ含め要求 
　２０１４年衆院選で共産が小選挙区で獲得した議席は沖縄１区のみだが、今年９月の中央委員会総会で党勢拡大に向け、必勝区を積極的に設定する方針を打ち出した。 
　必勝区は１１都府県の１７選挙区。埼玉１５区、千葉１３区、神奈川１０区など８選挙区に比例代表で当選した現職を公認。長野４区、大阪２区など６選挙区で新人公認候補を内定し、候補が決まっていない大阪１７区、福岡１０区でも擁立を急ぐ。共産は民進との非公式協議で必勝区案を提示し、共産候補への一本化とともに推薦などの支援を求めている。 
　だが、民進は衆院定数の半数以上の候補擁立を目指しており、必勝区のうち１０選挙区では既に元職４人、新人６人の擁立を内定している。党内には「共産候補が出なければ６０選挙区ほどで与党を逆転できるかもしれない」（幹部）との期待もある。小選挙区での共産の候補擁立は控えてほしいのが本音だ。 
　そのうえ、支援労組・連合は共産との共闘強化に否定的だ。１０月の衆院２補選で民進幹部が共産幹部と並んで街頭演説したことにも強く反発した。民進は蓮舫代表が１日、連合の神津里季生会長と会談するなど、関係修復に乗り出しており、党幹部は「共産のために候補者を降ろすことは考えられない」と話す。 
　一方で、衆院２補選で公認候補予定者を取り下げ、民進公認に一本化した共産は、民進に譲歩を迫る。志位和夫委員長は１０月２７日の記者会見で「連合に従う道を選ぶのか、共闘に真剣に取り組む道を選ぶのかが問われている」と語った。 
　民進にとっても与党候補との接戦が予想される選挙区では共産の協力は不可欠という現実がある。民進は候補擁立をさらに進めたうえで共産との調整に入る方針だが、共産の必勝区では、結局は一定の譲歩を余儀なくされる可能性もある。 
県道規制 警察に批判　観光へ悪影響懸念　ヘリ着陸帯建設

琉球新報2016年11月4日 07:30 
　【ヘリパッド取材班】東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場の新たなヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設を巡
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約３時間にわたり道路の通行が規制され、列を連ねた通行車両＝３日午後、東村高江（画像を一部処理）
り、工事車両の搬入時に警察が東村高江の県道７０号を交通規制していることについて、観光客や県民から不満の声が上がっている。国頭、大宜味、東のやんばる３村の一部は９月に国立公園に指定されたばかり。観光客の受け入れ体制を整え地域の活性化を図ろうとする地元からは「悪影響だ」と懸念する声も出ている。
　３日、午前１１時ごろから午後２時前までの約３時間、砂利を積んだダンプカーがＮ１地区ゲートとメインゲートを往復する間、警察は一般車両の交通を一部制限した。那覇からバードウオッチングに訪れた男性（５５）は「警察は何の説明もしないし答えてくれない」と、２時間半車の中で待たされたことに憤慨していた。那覇から国頭村安波のビーチに行く予定だった４０代女性は「規制が掛かっているとは思わなかったので通れずびっくりしている。一般からすると迷惑。迂回（うかい）すると言ってもこの辺に道もないのに…」と困惑した様子を見せた。現場の警察官は「待機するかＵターンしてください」と繰り返した。交通規制で、引き返すレンタカーもあった。
　国頭村安波にある村環境教育センター「やんばる学びの森」の山川雄二センター長によると、利用者に対して交通規制のある県道７０号ではなく国道５８号から遠回りして来訪するように呼び掛けることもあるという。
　交通規制の場所や時間帯は、地元には一切知らされていない。山川センター長は「時間が決まっていれば対処しやすいが、今の状態だと利用者も予定が立てづらい。修学旅行生などの大型バスも一度交通規制に合うとバックもできないし身動きできない。利用者にとっては大変迷惑だ」と嘆いた。
　国頭村の宮城久和村長は「国立公園になったのに、国頭村の自然を見られずに帰すのは忍びない。そういうことがないよう、反対する人や警察双方に何とか考えてほしい」と話した。
　県警警備関係者によると、工事車両の搬入時、ヘリパッド工事の反対運動によく参加する人の車両は通行を制限している。
　一般車両の通行制限について県警は「本日対応できる責任者がいない」とし、コメントをしていない。
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